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回線 自由 化 を め ぐる勧 告 ・提 言 .・要 望 等 一 覧(発 表 日順)

中心問題

1.共 同 使用

　 タテマエ に重 要 な相 違は

あ るが,実 体的 な結論 に大

差は ない ものと思わ れ る。

政 策 構 想 日 本 情 報

フ ォ ー ラ ム　 センタ ー協会
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枠　づ　け

2.他 人使用　　　 　　　　 　志

　　 「情報通信業」とい う,

欧米にはない新概念の創設,

その規制の是否は重要 な争

　点 と思 われ る。

3.VAN

　 VANの 定 義,解 釈(通

信処理 の概念)の 成 行。
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闇

活 力 あ る 分 権 的 情 報 社 会 へ

　　 データ通信政策に関する提言　一

　 　 1980.12

政 策 構 想 フ ォ ー ラ ム



提 言

〔提言1〕 　 情 報 ・通 信 基 本 法 を制 定 す べ きで あ る。

　 まず総 論 と して,情 報 化 社 会 の 基本 的方 向 に つ い て の合 意 を うるた め に 「基

本 法 」 を設 定 す る必 要 が あ る。 い わ ゆ る基本 法 な る ものが 具体 的 に どれ だ け効

果 が あ るか につ い て は疑 問 もな い で は な い。 しか し情 報化 とい う未 踏 の領 域 に

入 っ て ゆ くには,そ の憲 法 と もい うべ き基本 法 を まず 設 定 して,基 本 的 な方 向

づ け を固 めて お くこ とが望 ま しい。10年 ほ ど前 に も情報 基 本 法 を設 定 す べ き

だ とい う動 きが あ り,与 野 党 の合 意 まで え られ てい たが,当 時 は まだ 未来 論 的

な感 が あ った た め か実 現 してい な い。 そ れ との差 異 を明 らか にす るた め に,ま

た通 信 問題 の 重要 性 を強 調 す るた め に基 本 法 の 名称 は 「情 報 ・通 信 基 本法 」 と

す る の が適 切 で あ ろ う。^

　 この情報 ・通 信 基 本 法 の内容 と しては,ま ず 情 報 化社 会 の基 本 的枠 組 み で あ

る 「プ ライ バ シ ー保 護 」 と 「情 報 公 開」 に つ い て,そ の基 本 的 な視 点 を 明 らか

に し,プ ライ バ シ ー保 護 につ い て は た とえば 情報 収 集 目的 の特 定化,情 報 の使

用 制 限,等 の い わ ゆ るプ ライ バ シ ー原 則 を,ま た情報 公 開 につ い ては,基 礎 的

デ ー タベ ース の構 築 に 不可欠 な官 庁 デ ー タ の公 開 原 則 等 を明 記 す る。

　 つぎ に,情 報 化 社 会 の基本 は,情 報 ス トック を形 成 して ゆ くこ とで あ り,そ

れ を よ り豊 か にす る こ とに よ って エ ネ ル ギ ー資 源 を欠 く日本 経 済 の基 礎 が築 か

れ る とい う基 本 ビジ ョンを 明示 す る。 また,情 報 ス トック を活用 しか つ増 殖 し

て ゆ くには,国 民 ひ と りひ と りの創 意 工 夫 と知 恵 が 活 か され るべ き こ と,す な

わ ち資 源 の 分権 的活 用 と新 規参 入 の原 則 を うた う。 また,こ の分権 的 活用 の 原

則 を認 め た うえ で,外 部 不経 済 を回 避 し,資 源 を保 全 す る とい う観 点 か らそ の

2



管 理 運 営 の原 則 を 明 らか にす る。

　 また,情 報 ・通 信 政策 を推 進 す るた め には,各 省 庁 の業 務 を調 整す る内 閣直

属 の機 関 が必 要 で あ る こ とを 明示 す る。

　 以 上 の基 本 法 を うけ て,情 報 公 開法,プ ライバ シ ー保 護 法 等 の 個別 立 法 が行

われ,ま た通 信 に直 接 か か わ る もの と して は新 電気 通 信法 の制 定,放 送 法 の改

正 等 が 必要 にな る。 現 在,通 信 にか ん しては デー タ通 信法 の設 定 とい うよ うな

かた ち で 問題 が と りあ げ られ て い るが,わ れわ れ と しては そ の よ うな部 分 的 修

正 では な く,公 衆 電気 通 信 法 自体 を全 面 的 に改 正 す る とい うか た ち で新 た に新

電 気 通信 法 を作 成 す る必 要 が あ る と考 え る。 新 しい 酒は新 しい皮 袋 に もらね ぱ

な らな い。

〔提 言2〕 　 新 電 気通 信法 は 次 の5原 則 を ふ まえ て作成 され るべ き であ る。

　 ① 　 電気 通 信 の 供給 形 態 に つ い ては,独 占 と競争 の混在 を原 則 と し,通 信 の

各 局直 別 に どの よ うな 市場 構 造 が 望 ま しい か は,通 信 資 源 の有 効 な 活用 と保 全

とい う基準 に基 づ い て判 定 す る。

　 ② 　 電 々公社 の 業務 は,イ ン フ ラス トラク チ ャー と しての通 信 網 を管 理 運 営

す る こ とを基 本 とす る。 電 マ公 社 が,民 業 を圧 迫 す るお それ の あ る事 業 を行 う

場 合 には,そ の事 業 にか か わ る施 設 ・人 員 ・技 術 ・ノ ウハ ウ等'を分 離 し,そ れ

を 民間 の事 業 体 に移 行 させ た うえ で営 業 させ る もの とす る。 また,な ん らか の

技 術 的 な理 由 のた め にそ れ が 困難 で,公 社 の付 帯事 業 と して行 わ ざ るを え な い

場 合 で あ っ て も,そ れ は公 社 の特 権 に基 づ い た差 別 価 格 等 に よ る不 当 な 民業 圧

迫 が 行 わ れ てい な い こ とを立 証 し うる場 合 に のみ認 め うる もの とす る。
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　③ 電 マ公社 の提供す る通信回線 を利用 し,そ れ になん らかの機能 を付加 し

て通信サ ー ビスを販売 す る付加価 値通信 業者の参入 は,原 則 と して 自由 とする。

　 また,原 則 ①の必然の結果 として,通 信回線利用 の他人使用,共 同使用 の制

限等は設けない。

　④ 電気通信 分野 における産業 の健全な発展を図 るために,電 気通 信の信頼

性確保 ・自己責任 ・損害賠償問題 等 に対処す るため に公 共的 な措 置をとる。 そ

のために技術的安 全性基準,損 害賠償基準等 を設定 し,保 険制度 と第三 者によ

る判定機 関(海 難裁判所 の ごとき もの)を 設 ける。

　⑤　電気通信 にかかわる基本問題を審議す るため建 議権 を持つ審議会を設 け,

また各省間の調 整を行 うための内閣直属 の組織 を設け る。

〔提言3〕 　 情報化 に伴 う必要な行政改革 を行 うべ きであ る。

　 情 報化 の第 二 段 階 を迎 え た現 時 点 を そ の好 機 と して と らえ,か つ それ を突 破

口 と して行 政 全般 を新 しい シ ス テ ム に移 行 させ る とい う発想 が望 まれ る。 具 体

的 には,た とえ ぱ郵 政省 の一 部 と通 産省 の一 部 を統 合 して情 報 ・通 信 庁(仮 称)

に再 編 成 す る とい うよ うな思 い き った改 革 が必 要 であ る。

〔提言4〕 　 情報 ・通信政策 に関す る特別調査会を設置すべ きである。

　情報 ・通 信 政策 を 前進 させ る た め には,以 上 の諸 点 にか ん す る広 い範 囲 の 国
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 インクワイアリ　

民的 な議 論 が 不 可欠 で あ る。 ア メ リカ にお け る通 信 政 策 の特 別 調 査(16頁 参

照)に 準 じて,こ の 問題 にか んす る特 別調 査 会 が設 け られ,各 層 の意 見 が十 分

に聴取 され る こ とを 関係 当 局 に強 く要 望 した い。 わ れ わ れ と して も,事 態 の惟
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移 に応 じて さ らに具 体 的 な提 言 を行 って ゆ きた い と考 え る。
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闇

通 信 回 線 問 題 に 関 す る 要 望 書

　 　 　 昭和56年4月8日

(社)日 本 情 報 セ ン タ ー 協 会



郵 政 大 臣

　山　内　一　郎　殿

昭和56年4月8日

社団法人　日本情報センター協会

　 会 長　桑　 江　 和　 夫

通信回線問題に関する要望書

　 か ね て,情 報 処 理 サ ー ビス 業 の ため 種 マご高 配 を い た だ き厚 くお礼 申 しあ げ

ます。

　 さ て,第 一 次 通 信 回 線 開放 以来,10年 が経 過 し ま した。

　 この間 の コ ン ピュ ー タ,通 信 両 面 の技 術 進 歩 は著 しい もの が あ り,オ ン ライ

ン情 報 処理 は,各 方 面 で普 及 をみ せ て お ります。 一 方,再 度 に わ た る資源 ・エ

ネル ギ ー 制 約 に よ って,わ が 国の社 会 ・経 済 環 境 は 激 変 し,情 報 化 の 重要 性 が

ます ます 高 まっ て お り,そ の一環 と して,高 度 な オ ン ライ ン情報 処理 シ ス テ ム

の構築 が 期待 され て お ります。

　 しか るに,各 方 面 で多 くの論 議 が な され て い る よ うに,現 行通 信 回 線利 用 制

度 は,き わ め て制 約 が 多 く,経 済 諸 活動 の効 率 化 とい う社 会 的要 請 に対 応 す る

こ とは困 難 な 状 況 にあ ります。

　 コ ン ピ ュータ利 用 技 術 ・通 信 メ デ ィア の 多様 化 が急 速 な進展 をみ せ よ うと し

て い る今 日,新 時代 に即 応 したデ ー タ通 信 政策 の早 急 な確立 は,上 述 の よ うな

社 会 的要 請 に応 え るた め に も,ま た,私 ど も情 報 処 理 サ ー ビス業 の今後 の発 展

の ため に も不 可欠 の こ とで あ る と考 え,こ こに下 記 の とお り要 望 す る もの で あ

ります。
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　 な お,国 際 通 信 回線 につ き ま して も,利 用 制度,料 金 体 系 等 に関 して種 マの

問題 が あ ります の で,そ の解 決 の た め の適 切 な施 策 が講 ぜ られ る よ うあ わ せ て

要 望 す る次 第 で あ ります。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 記

1.特 定通 信 回 線 の使 用 形 態 に関 しては,電 信 ・電 話 的使 用 を 目的 とす る場 合

　 を除 き,情 報 処 理 に と もな う通 信 は 自由 とされ た い。

2.　 日本 電 信 電 話 公 社 の デ ータ通 信 設備 サ ー ビス と 民間 の オ ン ライ ン情 報 処 理

　 サ ー ビス の競 合 につ い ては,民 間側 が 不利 とな らな い よ う環境 条 件 の 整備 を

　 は か られ た い。

3.特 定 通 信 回 線 の料金 は,電 信 ・電 話 の それ と切 り離 し,極 力低 廉 にか つ 遠

　近 格 差 が 少 な くな る よ う改 善 され た い。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 以　 　 上
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別 　 記

(1)通 信 回線 利 用 制度 につ い て

　 　 特 定通 信 回 線 に関 す る現 行 利 用 制度 には.さ ま ざ まな 制 約 が あ り,有 効 か

　 つ 適 切 な オ ン ライ ン情報 処 理 シ ス テ ム の構 築 とい う社 会 ・経 済 の要 請 に応 え

　 る うえで,大 きな 障 害 とな って い る。

　 .特 にわ れ わ れ情報 処 理 サ ー ビス 業 が行 うオ ン ライ ン情 報 処 理 サ ー ビス にお

　 い ては,コ ン ピ ュータ 処理 とそ れ に係 わ るデ ータ の 伝送 が,い わ ゆ るメ ッセ

　 ー ジ スイ ヅチ ング とみ な され る等 の理 由 に よ り,社 会 ニ ーズ に適 合 し,ま た

　 技 術 的 に も望 ま しい シス テ ム の構築 が 不 可能 な場 合 が 多 い。

　 　 この制 約 の 根拠 は,公 衆 通 信 は 公 共 事 業体 に よっ て独 占 され るべ きであ る

　 'とい う考 え 方 に も とつ くもの で あ ろ うが,情 報 処 理 と通 信 との結 合 で あ る オ

　 ン ライ ン情 報 処 理 は,電 信 ・電 話 とは 性 格 を異 にす る もの で あ り,創 意 工 夫

　 に よ る多彩 なサ ー ビスが 可能 で あ る。 こ の よ うな オ ンライ ン情報 処 理 は電 信

　 ・電 話 の よ うな公 衆 通 信 と同一 には 律 せ られ な い。

　 　 市場 ニー ズ は強 い か,現 行 制度 の も とで構築 が困 難 な 回線 利 用 形 態 と して,

　 次 の よ うな例 が あ る。

　 ① 　 情 報 処理 サ ー ビス業 者 の コ ン ピ ュー タ と顧 客(あ るい は他 の 情 報処 理 サ

　 　 ー ビス業 者)の コ ン ピ ュー タ との結 合 に よ る資 源 の相 互利 用。 また,そ れ

　 　 ぞ れ の コン ピュー タ が通 信 回線 ネ ッ トワー ク に接続 され てい る場 合 の ネ ッ

　 　 トワー ク相 互 間 の デ ー タ の交 流。

　 ② 顧 客 の端 末 か ら入 力 され た デ ー タ を複 数 の コ ン ピ ュー タ を経 て他方 の 端

　 　 末 に出 力す る こ と。

　 ③ 情報 処 理 サ ー ビス業 者 の コ ン ピ ュータ を 中心 と して,複 数 の 企業 を結 ぶ

　 　 シ ス テ ム。
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　④ 　顧 客 が 自社 の コン ピ ュー タ に よっ て,社 内情 報 シス テ ム を構 築 す る場 合,

　 　情 報 処 理 サ ー ビス業 者 に よ るオ ン ライ ン シ ス テ ムの提 供。

　⑤ デ ー タベ ース の デ ィス ト リビュー タ に対 す る情報 処 理 サ ー ビス業 者 の オ

　 　 ンラ イ ンシ ス テ ムの提 供。

　 　以 上 の よ うな場 合 も含 め 民間 の創意 工 夫 が活 か され る よ う,電 信 ・電 話 的

　 使用 を 目的 とす る場 合 を除 き,情 報 処理 に と もな う通 信 は 自由 と され た い。

　 　 な お,通 信回 線 利 用 制 度 の改 正 に 当 って は,行 政 の簡 素化,利 用 者 の利 便

　 の見 地 か ら,誰 もが どの よ うな オ ンライ ンシ ス テ ム の構築 が禁 止 され るか,

　 あ らか じめ 予測 で きる よ う基準 を 明確 に し.裁 量 の余 地 を で き るだ け 少 な く

　 す る よ う要 望 す る。　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 .　 ,

(2)デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い て

　 　 民間 情 報 処 理 サ ー ビス 業 も漸次 成長 した とみ られ る昨 今,昭 和53年 の公

　 共 企業 体基 本 問 題 会 議 に お い て,日 本 電 信 電 話 公 社(以 下 「電 電公 社 」とい

　 う)が 行 うこ とにつ い て 積極 的 な 理 由 が乏 しい と され た デ ー タ通信 設備 サ ー ・

　 ビス と 民間 の情 報 処 理 サ ー ビス との調 整が 必要 と考 え られ る。

　 　 電 電公 社 は,こ のデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の提 供 につ い て,民 間 の情 報 処

　 理 サ ー ビス 業 と較 べ る と,

　 ① 通 信 回 線利 用 制度 上,電 電公 社 のみ が 可能 な サー ビス分野,形 態 が あ る

　 　 こ と。

　 ② 過去 の 電 信 ・電 話 事 業 を背景 と したぽ う大 な 資 源,資 産 を利 用 で きる こ

　 　 と。

　 ③ 法律 に よ っ て保 障 され た有利 な 資金 調達 が で き る こ と。

　 ④ 　 公 租 公課 が極 め て軽 く剰 余 の蓄積 とそ の投 資 が容 易 な こと。

　 等 の 面 で著 し く優位 な立 場 に あ る。
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　 　 これ らの要因 が 健 全 な 民 間 の オ ンラ イ ン情報 処 理 サ ー ビス業 の発展 を阻 害

　 してい る と考 え られ るの で,電 電 公 社 は公 共 法人 と して の位 置 付 け を 明確 に

　 し,デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い て も,こ れ にそ った分 野 に徹 す る こ とが

　 望 ま しい。

　 　 少 な くと も,以 下 の諸 点 につ い ては改 善 され る よ う要 望 す る。

　 ① 　.現在 の通 信 回線 利 用 制 度 上,電 電公 社 の デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス のみ が

　 　 可能 とされ て い る回 線 の利 用 形 態 につ い て は,民 間 の情報 処理 サ ー ビス 業

　 　 に対 して も,平 等 に同 様 の利 用 形 態 を認 め る こ と。

　 ② チ ータ通 信 設 備 サ ー ビス に つ い て は,独 立 採 算 を厳 守す る こと。

　 ③ 　 シス テ ム設 計,プ ログ ラム作 成 等 の償 却 期 間 等 につ い て実 態 に即 した 見

　 　 直 しを す る こ と。

　 ④　 「セ ンタ ー接続 サ ー ビス 」に お い て,一 般 の 回 線使 用 料 よ りは るか に安

　 　 価 な料 金 でサ ー ビス して い るが,こ の よ うな例 につ い て も再 検 討 す る こ と。

(3)通 信 回 線 利 用料 金 に つ い て

　 　 オ ン ライ ン情報 処 理 は,電 信 ・電 話 とは性 格 を異 にす るの で,そ の料 金 体

　 系 は 電信 ・電 話 の そ れ とは 区 別 して設 定 され る こ とが望 まれ る。

　 　 特 定通 信 回 線 は,パ ケ ッ ト交 換 や 回線 交 換 な どの デ ィジタ ル交 換 網 普 及 後

　 も,大 容量 通 信 に適 した回 線 と して,そ の 需要 は伸 び続 け る もの と思 わ れ る。

　 　 した が っ て,特 定 通 信 回線 の料 金 は,デ ィジ タル 交換 網 の それ と整 合性 を

　 保 ちつ つ,技 術 革 新 の成 果 を反 映 して極 力低 廉 かつ 遠近 格差 の少 な い体 系 に

　 改 善 され た い。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　 上
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通信回線利用制度改善に関する要望書

　公 衆 電気 通 信 法 の一 部 改 正 以来,コ ン ピ ュー タ ーの利 用 が よ り一 層 高度 化,

多 様化 し,オ ン ライ ン化 率 の 著 しい向 上 と と もに,種 マの ネ ッ トワー クが 開発

され,我 国 の情報 化 は 産 業界 のみ な らず,一 般 の家 庭 に ま で もそ の利 用 が拡 が

ろ うと してお ります。

　 これ を情 報化 社 会 の到 来 とい う向 き もあ ります が,現 状 は その よ うに楽観 し

てい られ る もの で は あ りませ ん。

　 そ の最大 の 問題 点 は,デ ー タ通 信 におい て情報 を 「低 い コス トで 自由 に交 換

で きな い 」 「早 い速 度 で 多量 に交 換 で きない 」「変 形 しな けれ ば交 換 で きな い 」

とい うこと であ り,諸 外 国 と比 較 して も不要 な 時間,費 用,工 夫 を か けな け れ

ば な らな い 不経 済 さが あ り,国 際 的情 報 化 につ い て もす で に相 当 な遅 れ を と っ

てお ります。

　 この回 線利 用 制 度 につ い て,従 来 か ら 自由化 を も とめ る幾 多 の要 望 書,提 案

書 が提 出 され て き ま した が,昨 今 そ れ らを うけ て,貴 省 お よび 日本 電 信 電話 公

社 等 が利 用 制度 につ い て ご検 討 の 由,新 聞 記事 等 で灰 聞 いた して お りけす が,

当連 合 会 は今 後 の回 線 利 用 制度 の改 善 につ い て,下 記 の 要 望 を提 出 いた します

の で,早 急 に そ の意 図 を実 現 賜 ります よ う希 望 いた します。

　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 記

1　 要 　 望 　 事 　 項

　 1.共 同 使用 につ い て

　 　 1)デ ータ通 信 の共 同 使用 は 自由 に行 な うこ とが で き る よ う希 望 す る。

　 　 2)メ ッセ ー ジス イ ッチ ング が行 な え る よ う希 望 す る。
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2.他 人 使 用 につ い て

　 　 　メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ン グを含 む 使用 が 自由 に行 な え る よ う希 望 す る。

3.'相 互接続 につ い て

　 　 　相 互 接続 の 制限 を廃 止 し,い か な るネ ッ トワ ー ク も コ ン ピュー タ を介

　 　 し自由 に接続 で き る こ とを希 望 す る。

4.　 VANに つ い て

　 　 　VANに つ い て は,そ の 出現 を待 望 してい る。

5.デ ー タ端末vaつ い て

　 　 　機 器 認 定 期 間 の短 縮 化 と と もに,任 意 の機 器 をユ ーザ ーが 自由 に選 択

　 　 して使用 で き る よ う希 望 す る。

6・ 料金 につ い て

　 　 　特 定 通 信 回線 の料 金 体 系 を,電 信 電話 料 金 体 系 とは 分 離 し,抜 本 的 に

　 　見直 す よ う希 望 す る。

ll　 当面速 や か に解 決 を要望 す る事 項

　 1.共 同使用 に つ い て

　 　 1)一 定 の業務 上 の 関係 の範 囲 を,自 由 に回 線 を使 え る方 向 に拡 大 す る こ

　 　 　 とを希 望 す る。'

　 　 2)デ ータ 処理 に と もな うメ ッセ ー ジ スイ ッチ ングは 認 め る よ う希 望 す る。

　 2.他 人 使 用 につ い て　 　　　 　　　　 　　　 　　　 　　　 　　　 　　　・

　 　 　 　デ ー タ処理 に と もな うメ ッセ ー ジ スイ ッチ ングは 自由 に行 なえ る よ う

　 　 　希 望 す る。

　 3.相 互 接続 につ い て

　 　 　 　電 子計 算機 を介 して の公 衆 回線 一 特 定通 信 回線 一 公 衆 回 線 の接続
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　　 (い わゆる公 一 特 一 公)に ついては 自由 に認め るよ う希望す る。

4.料 金 につ いて

　　　特定通信回線料金 の遠距離料金 を大 幅 に引 き下げ ることを希望す る。

5.DDXに 対 す る要望 について

　 1)サ ー ビス範囲拡大 の予定を早 期公表 し,計 画 の速 やかな実施を希 望す

　　る。

　 2)基 本料金引 き下 げの実施を希望す る。

　 3)休 日,夜 間割引 きの実施 を希望す る。

　4)区 域外 か らの特定通信回線接続 料金 を引 き下 げ るよ う希 望す る。

　5)BSC端 末 の接続 時期につい て至急公表 され るよ う希望す る。

6.　 日本 電信電話公社 に対 するそ の他 の要望 について

　　 以下 の事項 に関 し日本電信電話公社 をご指導願いたい。

　 ①　 申請手続 を簡易 にす ること。

　 ② 認 可までの期間 を短縮 す ること。

　 ③ 休祭 日で も開通工事 を実施す ること。

　 ④ 　障害時の原因究明や復 旧対策は迅速 に行 うこと。

　 ⑤　回線品質や交換機 等の信頼性向上をはか ること。

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 以　　 上
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前 書 き

"

　 我 が 国 のデ ータ通 信 は,昭 和39年 に 日本 国有 鉄 道 が実 施 した座 席 予 約 シ ス

テ ムか ら始 ま り・ 昭和46年 の公 衆 電気通 信法(昭 和28年 法 律 第97号 。 以

下 「公 衆 法 」とい う。)の 改 正 にお い て,日 本 電 信 電 話公 社(以 下 「電 電公 社 」

とい う。)及 び 国際 電 信 電 話 株 式 会社(以 下 「国際 電 電 」とい う。.)の 電気 通

信 回線 を,デ ー タ通 信 に利 用 す る場 合 の制限 が緩 和 され た こ と等 を契 機 と して,

預金 ・為 替 な どの金 融 業務 及 び 製造 業,商 社 等 の生 産 ・販 売 ・在 庫 な どの管 理

業務 を 中心 に発 展 して き た が ・近 年 は公 害監 視 ・ 救 急 医療 な どの公 共 的 分野 を

対 象 とす るシ ス テ ム も増 加 して きて い る。

　 デ ー タ通 信 に つ い ては,最 近 の情 報 処理 及 び電気 通 信 の 分野 に お け る急 速 な

技術 革 新 の進 展 等 に伴 い,今 後 も企業 経 営,行 政,学 術 な どの分 野 で多彩 な発

展 が予 想 され,国 民 の福 祉 の向 上 に とって極 め て重 要 な役 割 を果 たす もの と考

え られ る。 また,デ ー タ通 信事 業 に つい ては,通 信 関 連産 業,コ ン ピュー タ産

業,ソ フ トウ ェア業 な ど の技術 先 端 的 な 分野 と密 接 に関 連 した付加 価値 性 の高

い産 業 であ る こ とか ら,そ の将来 には大 きな期待 が か け ら れ て い る。

　 しか しな が ら,デ ー タ通 信 回線(以 下 「通 信 回線 」とい う。)の 使用 に関 す

る現 行 の法 制 は,公 衆 電 気通 信 業 務 を電電 公社 又 は 国際 電 電 の独 占 とす る法体

系 の 中で 定 め られ てお り,技 術革 新 の進展 と多様 化 す る需 要 に即応 で きな い規

制 とな ってい る こ とか ら,デ ー タ通 信 の利 用 分野 の拡 大,新 た な シス テム と効

率的 な ネ ッ トワー ク の 開 発,形 成 を進 め る上 で,現 在 にお い ては 支 障 とな って

い る面 が認 め られ る。

　 また,電 電公 社 は,デ ー タ通 信 に用 い る電気 通 信 回 線 の提 供 サ ー ビス を行 っ

てい るほか,デ ー タ通 信 が 揺 らん期 にあ った 昭和43年 に全 国地 方 銀 行 シス テ
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ム を手掛 け た の に始 ま り,現 在 で は販 売 在 庫管 理,科 学 技 術 計 算,自 動 車 登 録

検 査 な ど広 範 囲 な分 野 にわ た っ てデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス を行 っ てい る。

　 とこ ろが,電 電公 社 は,競 争 分 野 で あ るデ ータ通 信 設 備 サ ー ビス で毎年 度 多

額 の欠 損 を生 じてお り,そ の 業 務 運営 の効 率化 が 緊要 とされ てい る こ とに加 え,

ヒ の欠 損 を電 話 等 の収益 で補 て ん して い る 上,民 間情 報 処 理 サ ー ビス 業 者 に は

許 され てい な い通 信 回 線 の 使 用 形態 に よ るサ ー ビス を行 っ て い る こ と等 か ら,

公 正 な競争 条 件 を欠 い てい る と の指摘 もあ る。

　 この よ うな状 況 にか んが み,デ ータ通 信 に関 す る制度,業 務 運 営 等 の 実態 を

調 査 した結 果,次 の とお り改 善 を要 す る事 項 が認 め られ た。
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1　 i通信 回線 の利 用 の 自由化

　 通 信 回線 の使 用 につ い て は,法 令 等 で列 挙 され てい る範 囲 に原 則 と して限

定 され て い るた め,次 の よ うにデ ータ通 信 に関 す る需要 の 多様 化,高 度化 と

分 散 処理 化 の傾 向 に対応 で きな くな って きて い る面 が あ る。

①　 電 気通 信 回線 を複 数 の 者 が デ ータ通 信 の た め に共同 して使用(以 下 「共

　 　同 使 用 」とい う。)す る には,使 用 者 間 の業 務 上 の関 係 等 が郵 政省 令 で定

　 　め る基 準 に該 当す る場 合 を除 き,郵 政大 臣 の 個別 認 可 が必 要 と され ・ しか

　 　 も,認 可 申請 は通 信 回 線 の使 用 申込 者 で な く,電 電公 社 又 は 国際 電電 が行

　 　 うこ と と され,ま た,具 体 的 な認 可 基 準 も明示 され て い ない。

　 　 　 とこ ろが,デ ー タ通 信 の シ ス テ ム開 発 の た め には,相 当 の準備 期 間,費

　 用 等 を 要 す る もの で あ る こ とか ら,認 可 の 見通 しが立 た ない ま まシ ス テ ム

　 　開 発 を 進 め る こ とが で きな い と し,物 流 上 あ るいは 資本 系 列 上 密 接 な関 係

　 　にあ る 企業 な どにお い て もデ ー タ通 信 の導 入 を断 念 して い る もの 等 が み ら

　 　れ る。

② 　 民間 情 報 処 理 サ ー ビス業 者相 互 間 又 は 民 間情 報 処 理 サ ー ビス業 者 と顧 客

　 　 との間 の電 子計算 機 に それ ぞ れ 接続 す る端末 磯 間 のデ ータ通 信 は 認 め られ

　 　て いな い等 のた め

　 　⑦ 　 民間 情 報 処理 サ ー ビス業 者 が相 互 に提 携 で きない でい る もの

　 ④ 顧 客 が 民間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 か らデ ータ を磁 気 テ ー プ に入 力 して

　 　 　 もら い,そ の搬 送 を受 け て改 め て 自ら の電 子計算 機 に入 力 しデ ータ 処理

　 　 　を行 っ て い る もの

　 　等,顧 客 の需 要 に即応 した効 率 的 な デ ー タ通 信 サ ー ビス が行 え な い もの が

　 　み られ る。

③ メ ッセ ー ジ交 換(情 報 が 内容 を変 更 され る こ とな く電 子計 算 機 を通過 す
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る こ とを い う。)は,原 則 と して認 め られ て い ない た め

⑦ 最 近 急 速 に性 能 が向 上 して きた ミニ コ ン ピ ュー タを使 い分 散処 理 化 を

　 計 画 したが,こ の場 合一 部 情報 が ミニ コ ン ピ ュー タを素通 り しメ ッセ ー

　 ジ交 換 に該 当 す る等 の た め,効 率 的 な デ ー タ通 信 シ ス テ ムを 構 成 で きな

　 い でい る もの

④ メ ッセ ー ジ交 換 を含 む等 の た め,端 末 機 の運 用 につ い て 相 手方 と業 務

　 委 託契 約 を締 結 した り,分 室 を設 け た り して単独 使 用 の形 を と って い る

　 もの'

等 が み られ る。

　 デ ータ通 信 とい う名 目の下 に 不特 定 多 数 の 者 を対 象 に電 信 ・『電 話 的 業 務

を行 い,実 質 的 に公 衆 電 気通 信 事 業 者 と差 異 がな い よ うな特 定 の もの につ

い て は『,何 らか の規 制 を 行 う必要 が あ る に して も,こ れ以 外 の もの につ い

て は基 本 的 に利 用 者 の要 望 に こた え られ る よ うにす べ き もの と考 え られ る。

　 デ ー タ通 信 は,民 間 の 自由 な創 意 と工 夫 に よ り,技 術 革 新 の 進展 と多様

化 す る需要 に対 応 して一 層 の発 展 が 期待 され る もの で あ るの で,通 信回 線

の使 用 上 の 制約 につ い て は必 要 最 小限 度 の もの に と どめ,か つ,何 が許 さ

れ ない使 用 形 態 か を あ らか じめ 明定 して お くべ き もの と考 え られ る。

　 した が っ て,郵 政省 は,電 信 ・電 話 的 業務 を行 うな どの公 衆 電 気 通 信 業

務 に重大 な影 響 を及 ぼす こ と とな る特 定 の場 合 を除 き,通 信 回 線 の使 用 元

関 す る現 行 の規 制 を廃 止 す る必 要 が あ る。
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2　 デ ー タ通 信 設 備 サ ー ビス の公 正 競 争 条件 の確保 と経 営 の在 り方

　 　デ ←タ通 信 は,昭 和46年 の公 衆 法 の改 正 に よ り,電 気 通 信 回線 を チ ー タ

通 信 に利 用 す る場 合 の 制限 が緩 和 され た こ と等 に伴 い,電 電 公 社 の ほ か 民間

　にお い て もこ れ を業 と して行 うこ とが 可能 とな っ た。

　 現在,電 電公 社 及 び 民間 情 報 処理 サ ー ビス業 者 で競争 が行 わ れ て い るが,

電 電公社 にお け るデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス に関 す る制度 及 び 運 営 の 状 況 を み

　る と,次 の よ うに公 正競 争 条件 が必 ず し も確 保 され て い る とは み られ な い も

　の等 が あ る。

① 　 デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の部 門 で 昭和52年 度 以 降 毎年 度 約500億 円

　 の欠 損 を出 し,こ れ を 電話 等 の収 益 で補 てん しつつ 民 間情 報 処 理 サ ー ビス

　 業 者 と競 争 してお り,し か も,デ ー タ通 信設 備 サ ー ビス と電 話 等 の公 衆 電

　 気 通信 事 業 との収支 区 分 は,予 算,決 算 上明確 にな っ て い な い。

② デ ー タ通 信設 備 サ ー ビス の回 線 費用 は,内 部取 引 で計 上 され て い る もの

　 の,当 該 費用 は,民 間 情報 処 理 サ ー ビス業 者 の場 合支 払 うべ き金 額 を相 当

　 下回 った もの とな っ て い る。

③ シス テ ム の設 計 ・建 設 費 等 を8年 間 で回収 す る こ と と し料 金 を設 定 して

　 謬 るが,実 態 に合 っ てい な い 面 が あ る。

④　 現行 の法 令 等 で は,民 間情 報 処 理 サ ー ビス業 者 に認 め られ てい な い メ ッ

　 セ ージ交 換 を含 む デ ー タ通 信 サ ー ビス を提 供 して い る。

　 　 また,電 電公 社 は,通 信 回 線 の使用 申込 み を通 じて 民間 情報 処 理 サ ー ビ

　 ス業 者 の回 線 利 用 態 様 等 を知 り得 る立 場 にあ る。

　 　 この よ うな条 件 の下 に電 電公 社 は,公 共 企業 体 と して公 共 性 の高 い シス

　 テ ム,全 国 的 ネ ッ トワー ク を構 成 す るシ ス テ ム及 び 開発 先 導 的 シス テム を

　 主体 と して提 供 す る こ と と して い るが,近 年,民 間 情報 処理 サ ー ビス業 者
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が急 速 に成 長 して き てお り,電 電 公社 の シ ス テ ム と類 似 す る もの が多 くな

って きて い る。

　 した が っ て,郵 政 省 は,デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い ては,当 面,デ

ー タ通 信 設備 サ ー ビス の独立 採 算性 の確 保,電 話 等 の公 衆 電 気通 信 事業 と

の収支 区 分 の一 層 の 明確 化 等 の 措 置 を講 ず る こ とに つ い て電 電公 社 を指導

す る と と もに,そ の経 営 の在 り方 につ いて も検 討 す る必要 が あ る。
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3　 デ ー タ通 信 設備 サ ー ビス の事 業 運営 の効率 化

　 　電 電 公社 の デ ータ通 信 設備 サ ー ビス につ い て は,毎 年 度 ・顧 客数 は 増加 し・

経営 規 模 も拡 大 の一 途 を た どっ て きて い るが,最 近 にお い て は 毎年 度 胸500

億 円の欠 損 を生 じてお り,そ の経 営 の効 率 化 が 緊要 とされ てい る。

　 　デ ータ通 信 設 備 サ ー ビス の運 営 状 況 をみ る と,次 の よ うに効 率性 を欠 く と

　み られ る もの が あ っ た。

　① 　 販 売在 庫 管 理 サ ー ビス及 び科 学 技 術 計算 サ ー ビス は,需 要 予 測 が過 大 で

　 　あ った た め,収 入 総 額 が減価 償 却 費 を も下 回 っ てい るな ど過 剰 投資 とな っ

　 　て い る。

② セ ンタ ーの 中 には,稼 動 率 が極 め て低 い に もかか わ らず,近 隣 セ ンタ 三

　 　 との統 廃 合 が い まだ行 わ れ てい な い ものが あ る。

③ セ ンタ ー の要 員 数 は,同 規 模 の民 間情 報処 理 サ ー ビス 業 者 と比 較 し多 く

　 　な って い る ものが あ り,ま た,同 規 模 の セ ンター 間 で も要 員 数 に格差 が生

　 　 じ てい る。

　 　 した が っ て,郵 政省 は,電 電公 社 に対 し,デ ータ通 信 設 備 サ ー ビス の事 業

　運 営 の効 率 化 を 図 るた め,次 の措 置 を講 ず る よ う指導 す る必 要 が あ る。

　① 　 既 存 セ ンタ ー を稼 動 率 に照 ら し最 適 規模 に統 廃 合 す る と と もに,今 後 の

　 　セ ンタ ーの新 設 に当 っ ては,需 要 予 測 を的確 に行 い ・過 剰 投 資 とな らな い

　 　 よ う努 め る こ と。

　② 民間 情報 処理 サ ー ビス業 者 の要 員配 置 を勘案 す る等 に よ り,要 員 配 置 の

　 　合 理 化 を図 る こ と。
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闇

情 報 化 の 推 進 に 関す る提 言

　 昭和56年7月28日

(社)経 済 団 体 連 合 会



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　昭和56年7月28日

　　　　　　　　　情 報 化 の 推 進 に 関 す る提 言

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人経済団体連合会

は じめ に

　 80年 代 を展 望 す る と き,経 済 ・社 会 環 境 の変 化 に即応 して,情 報 化 の 推進,

即 ち広 くコ ン ピ ュータ利 用 の高 度化 を 図 る こ とが,わ が 国経 済 に とっ て緊要 な

課 題 で あ る。

　 特 に,今 後 資 源 エ ネ ル ギ ー の制 約 な ど,一 段 と厳 しさを増 す 内外 環 境 の 中で,

資 源 小 国 で あ るわ が 国 と しては,情 報 化 を基盤 に各 産 業毎 に一 層 の知 識 集 約化,

高 度化 を進 め る と と もに,い わ ゆ る知 識,情 報 産 業 を育成 してい くこ とが必 要

であ り,ま た 企 業 間,産 業 間 の関係 の 緊密 化 な ら び に国際 化 の促 進 とい う要 請

に応 え るた め に も情報 化 の進 展 は 不 可欠 で あ る。 さら に 耐小 さい 政府"実 現 へ

の要 望 が高 ま る 中 で国 民福 祉 の維 持 向 上 を 図 る上 に お い て も,行 政 の効 率化 と

と もに,教 育,医 療,環 境 な どの諸 分 野 にお け る情 報 化 を推 進 して い く意 義 は

極 め て大 きい。

　 ひ るが え っ て,わ が 国 の情報 化 の現 状 をみ る と,近 年,情 報 処 理 な らび に通

信 の 技術 は飛 躍 的 な発 展 を遂 げ,両 者 が融 合 して多 種 多 彩 な情 報 処 理 シ ス テ ム

が構 築 され つ つ あ る。

　 今 後 コン ピ ュー タ利 用 の高 度 化 を推進 してい くた め には,こ の よ うな技 術 進

歩 を 可能 な限 り活 用 し得 る よ うな体 制 整備 を図 る こ とが,何 よ りも肝 要 であ る。

　 コ ン ピ ュー タ利 用 高 度 化 の 具体 的 な課題 と しては,各 企 業内 にお い ては 生 産

面 の 合理 化 か ら進 ん で,事 務 分 野 で の生 産 性 向 上や経 営 の意 思 決 定 を支 援 す る

た め の コ ン ピュー タ利 用 が 重要 とな りつ つ あ る。 さら に今後 は,単 に企 業 内,

産 業 内 に と どま らず広 範 な活 動 領 域 にお け る コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワー クの構
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o

築 が求 め られ よ う。 また,社 会 ・経 済 の発 展 とい う観 点 か らは,米 国等 に比 し

大 幅 に立 ち 遅 れ て い るデ ータベ ー スの振 興 や,わ が 国 で は 漸 く緒 につ いた ば か

りの い わゆ る社 会 情 報 シ ス テ ム の開 発促 進 も重要 な課題 で あ る。 他 方,わ が 国

にお い て情報 化 の促 進 上 の主 要 な障 害 とな りつ つ あ るの が,ひ とつ は現 行 の通

信 回線 利用 制 度 にか か わ る諸規 制 であ り,も うも とつ は ソフ トウ ェ ア開発 にお

け る生 産性 の伸 び悩 み で あ る。 前 者 が上 述 の デ ー タベ ース 育 成,社 会 情報 シ ス

テ ムの 開発 を含 め情 報 処理 シス テ ム の構築 に とっ て,ま す ます大 きな 制 約要 因

とな りつつ あ る こ とは 否 定 で きな い ところ で あ り,ま た コ ン ピュータ ・ハ ー ド

ウ ェアの性能 向 上 に比 しての ソ フ トウ ェ ア開発 の生 産性 の 低 さ も"ソ フ トウ ェ

ア危 機"と い わ れ る よ うな 情報 処 理 推 進 上 の臨 路 を生 じ させ るに至 っ てい る。

コン ピュー タ の活用 に よ る情報 処 理 シス テ ム の高 度化 を達 成 して い くた め に も,

こ う した 問題 を速 や か に改 善 す る必 要 が あ る。

　以 上 の よ うな観 点 か ら,わ れ わ れは こ こに(1)デ ータ通 信回 線利用 の 自由化,

(2)ソ フ トウ ェアの 開 発 と流通 の促 進,(3)デ ー タベ ース の 育成.(4)社 会 情報 シス

テ ムの開 発促 進,の4点 につ き産 業界 と して の見解 を取 りま とめ た。 政府 そ の

他関 係 方 面 にお い て は,本 提 言 の趣 旨を踏 ま え,速 や か に問題 の解 決 に 当 る よ

う要 望 す る。

1.デ ー タ通 信 回 線 利 用 自由化 へ の提 言

　 〔デ ー タ通 信 回 線 利 用 制 度 につ い て 〕　 　 　 　 　 　 　 　 「

(1)共 同 使用 な ら び に他 人 使用 に係 わ る規 制 につ い て は,電 信 電 話 的利 用 を

　 制限 す るた め に必 要 な もの を除 き・ これ を撤 廃 す べ き で あ る。

(2)コ ン ビp.　一夕 を介 して のメ ッセ ー ジ交 換 は禁 止 され てい るが,デ ー タ通

　 信 に伴 うメ ッセ ー ジ交 換 は これ を認 め るべ きであ る。
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㈲ 　 回線 の 相 互 接続 に関 す る規 制 につ い ては,公 衆 通 信 回 線 一 特 定通 信 回

　 線 一 公 衆 通 信 回 線 の 接続 を含 め,回 線利 用 の効 率 化,高 度化 の観 点 か ら

　 これ を緩 和 す べ きで あ る。

、　(4)国 際 間 の デ ー タ通 信 に つ い て も,そ の振 興 を図 る観 点 か ら国 際 条約 等 を

　 尊 重 しつ つ 可能 な限 り回 線 利 用 制 限 を緩 和 す べ き で あ る。

(5)デ ータ通 信 回 線 の利 用 料 金 は欧 米 諸 国 に比 べ 遠近 格差 が極 め て大 き くな

　 っ てお り,こ れ を是 正 す べ きで あ る。

〔そ の他 の要 望 事 項 〕

(1)付 加 価 値 通 信 な ど高 度 な通 信 処 理 業 を 民間 に認 め る こ とは,電 気 通 信 政

　 策 の根幹 に触 れ る問題 で あ り慎 重な検 討 を要 しよ うが,肌 理細 か なサ ー ビ

　 ス提 供 の観 点 か ら 民間 企業 の創 意工 夫 を活 か す た め に も,そ の 参入 を認 め

　 る方 向 で検 討 す べ き で あ る。

(2)　 日本電 信 電 話公 社 の提 供 す るデ ー タ通 信 設備 サ ー ビス につ い て は,公 共

　 的,全 国的,技 術 先 導 的 とい う三 原則 に則 る とと も に,技 術 開発 の成 果 を

　 速 や か に公 開 す る こ と,民 間 企業 との 間 で不 公平 が生 じな い よ う条 件 を設

　 定 す る こ とな ど,民 間 情 報 処 理 業 を 不 当 に圧 迫 す る こ との な い よ う十 分 な

　 措 置 が講 ぜ られ るべ き であ る。

　 以 上 に述 べ た 制 度 の 見 直 し を実 施 す るに 当 っ ては,郵 政省 令,認 可基 準 の

改 正 等運 用 面 で解 決 し うる部 分 につ い て は直 ち に改 善 を進 め る と同時 に,画

像 通 信,衛 星 通 信 等 の新 た な技 術 の進 展 を も展 望 しつ つ,早 急 に公 衆 電気 通

信 法 等 関連 法 制 の 抜本 的 な 見 直 しを進 め るべ き であ る。

　 な お,情 報 化 を 推 進 す る上 で 日本 電 信 電 話公 社 の位 置付 け は 重要 な問題 で

あ り,ま たそ の経 営 形態 の あ り方 は今 次 行 政 改 革 の検 討課 題 と もな っ てい る

ので,当 会 と して も公 社 の あ り方 等 につ い て引続 き検 討 を進 め て い きた い。
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2.ソ フ トウ ェア の 開発 の 生 産 性 向 上 な らび に流通 促 進 に関 す る提言

(1)ソ フ トウ ェア に対 す る助 成 策 を よ り強 化 す る とと もに,そ の 重点 を汎 用

　 性 の あ る ソ フ トウ ェア の 開発 た絞 るべ きで あ る○

(2)汎 用 プ ログ ラム に関 し,ク リア リン グ ・ハ ウス の設 置 等 に よ り,ユ ー ザ

　 ーが 必要 な情報 を容 易 に入 手 す る こ とを可能 とす る制度 を確 立 す べ きで あ

　 　る。

(3)ソ フ トウ ェアの 客観 的価 値 基 準 確 立 の観 点 か ら,著 作権 保 護 等 の権 利 関

　 係 を 明確 にす る こ とが 必要 で あ る。

(4)　 ソフ トウ ェア流通 の基 盤 と して,ア ンバ ン ド リング(ソ フ トウ ェア とバ

　 ー ドウ ェアの価 格 を 分離 す る こ と)の 徹 底 を図 るべ きで あ る。'

(5)　 コ ン ピ ュータ ・メ ー カ ーは,F－ ザ ー 企業 の優 れ た プ ログ ラ ム を 買 い上

　 げ て,こ れ を 汎用 化 し,広 く販 売 す る こ と,ま た,ユ ーザ ー 企業 も商品 と

　 　して 市場 に流通 す る 汎用 プ ログ ラ ム を購入 し活用 す る こ とが望 まれ る。

3.デ ータ ベ ー ス 育成 に関 す る提 言

(1)デ ー タベ ー ス の開 発 に 当 って は,エ ネル ギ ー問題 等 国 益 上 重 要 な デLタ

　　ベ ース,な らび にバ ー ゲ ニ ン グ ・パ ワー とな る よ うな 世 界 的 に未 開 発 の 分

　　野 にお け るデ ー タベ ー ス な どを 戦略 的 に選 択 すべ きで あ る。

(2)デ ー タベ ー スの 開発 には 多額 の コス トと長 期間 を要 す るた め,民 間 開発

　　者 に対 しては 欧 米 に例 を み る よ う資 金 面 そ の他 の助成 策 を 講 ず べ きで あ る。

　　 　また,公 的機 関 が 開発 ・実 施 す るデ ータベ ー ス にお い て得 られ た ノ ウハ

　　ゥは積 極 的 に 民間 へ の移 転 を図 るべ きで あ る。

(3)デ ー タベ ー ス の 内容 充 実 を図 る観 点 か ら,政 府保 有 デ ー タは 行 政 機 密 に

　 属 す る もの は除 き原 則 と して公 開 し,積 極 的 活用 を図 るべ き で あ る。
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{4)デ ー タベ ー ス に関 し各 種 の案 内 等 を行 うク リア リン グ ・ハ ウ スの設 置 を

　 検 討 すべ きで あ る。

㈲ 　デ ー タベ ー ス にお け る コー ド,キ ー ワー ド,検 索手 順 等 の各 種標 準 化,

　 規 格化 を 推進 す べ きで あ る。'

(6)情 報 提 供 サ ー ビス に係 わ る著 作権,複 製権 等 権 利 関係 の明 確化 を図 る と

　 と も に,情 報,デ ー タ,知 識 に対 す る対 価 支 払 い の慣 行 確 立 の た め啓蒙 活

　 動 の展 開 が望 まれ る。

4.社 会情 報 シ ス テ ム の 開発 促 進 に関 す る提 言

(1)社 会 情 報 シ ス テ ムの 開発 は 主 と して官 主 導 で行 わ れ るに して も,開 発 後

　 　の運用 に つ い て は 可能 な限 り民間 の活 力 を い か す こ とが望 まれ る。 なお,

　 　開 発 に当 っ て は 関 係各 省 庁 が一 体 とな って取 り組 む べ き こ とは 当然 で あ る。

(2)社 会情 報 シ ス テ ムの 開発 に 当 って は,シ ス テ ム立 案 時 に計 画 を公 表 し,

　 広 く関係 者 の合 意 を形 成 す る努 力 を払 うと と もに,開 発 後 の運用 に 当 っ て

　 　 もそ の技 術 的成 果 な らび に経 営状 況 等 を公 開 す べ きで あ る。

(3)シ ス テ ム の運 用 に当 っ て は特 に プ ライ バ シ ー の保 護 とシ ス テ ムの信 頼 性

　 保 持 に配 慮 す べ きで あ る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 以　 　 上
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闇

〔提 言 〕

情 報産業の発 展 と通 信回線 問題 について

昭和56年8月22日

情 報 産 業 振 興 議 員 連 盟

会 　長 　 　倉 成 　 　 　正



提 言

情報産業の発展 と通信回線問題について

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　情 報 産 業 振 興 議 員 連 盟

　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　会長　 倉 成 　 　 正

　情報 産業振興議員連 盟は.結 成以来 コンピュータの利用 を中心 とす る情報化

の促進 に努めて きた。

　今後 コン ピュータの利用は,そ の技 術的発展 と相 まって益 マ高度化 す る傾向

にあ るが,こ のなかにあって最 も重要な方 向は コンピュータ と通信手段 の融合

であ る。 現在の通信回線 に加 え光 フ ァイバ ーも実用 に供 され,さ らに通信衛 星

の発展 とその重要性 が注 目され ることにな ろ う。 ここ数年 の うち に通信 手段,

なかで も通信衛星の発展 と利用は,現 在 わが国で考 えられてい る以 上 に大 きな

拡 が りをみせ,日 本 が環太平洋 にお ける政治 ・経済 の中心 とな るため に重要 な

役割 を果 す ものと思 われ る。 すな わち,コ ンピュータ技術 と通 信手段 の発展 は

その間の融合 を必然な らしめてお り,そ の融合 によ り情報産業の発展 が大 き く

期待 されているのであ る。

　 情報 産業振興議員連盟は,こ うした長 ・中期的観点 から,情 報 産業 と通信 手

段 の融合,そ れ による多彩 な情報処理サ ー ビスの発展を推進 して行 く方 針であ

るが,こ の よ うな将来 的展 開のためには,き わめ て立 ち遅れ てい る通 信衛星の

開発促 進を含 めて通信 手段 の利用制 度 について抜本的な改善が必要 であると考

えている。

　 その観点 から当面のわが国の通 信回線 の利用制度 について連盟 内に通信回線

委員会 を設置 して度 重なるヒア リングを行い,ま た各界か ら出 された意 見を分

析 し,か つ,訪 米視察団 を派遣す るな ど精力的に多角的 に検討 を加 えて きた。
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そ の結果,オ ンライ ン情報 処 理 に と'もな う通 信 回線 の利 用 制 度 につ い て 次 の ご

と く提 言 す る。

　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　 記

1.オ ンライ ン情 報 処理 の振 興 の た め,通 信 回 線 の利用 に関 す る制 限 を撤廃 し,

　 民間 の創 意 と工 夫 が最 大 限 に発 揮 で きる よ うそ の利用 を 自由 とす べ き で あ る。

2.　 自由化 に あ た っ ては

　 (1)公 共 的 な電 信 電 話 業務 に重大 な影 響 を及 ぼ さない よ う配 慮 す べ き で あ る。

　 (2)共 同 使用,他 人 使用 の い ず れ に あ っ て も,情 報 処理 に と もな う若 干 の メ

　 　 ッセ ー ジ'ス ウ ィ ッチ ン グを含 む こ とは技 術 の現状 か ら 当 然 の こ とで あ り,

　 　 不特 定 多数 者 を対 象 とす るメ ッセ ー ジ ・ス ウ ィ ッチ ング を行 う場 合 を除 き,

　 　事 業規 制 な どの制 限 的方 策 は とる べ きでは な い。

　 (3)相 互 接続 につ いて は,公 一 特 接 続 は 自由 と し,公 一 特 一 公 に つい

　 　 ては,不 特 定 多 数 者 を対 象 とす る メ ッセ ージ ・ス ウ ィ ッチ ン グを行 う場 合"

　 　 を除 き 自由 とす べ きで あ る。

3.規 制 を要 す る もの に つ い て は そ の範 囲 を明 定 して,そ れ以 外 は 自由 な通 信.

　回 線 の利 用 を認 め る とい うネ ガ テ ィ ブ ・ リス ト方 式 とす べ きで あ る。

4.以 上 を 実施 す るた め に は,所 要 の法 的 措 置 が必要 に な る と考 え られ るが,

　本 問題 の 緊急 性 を考 え て,現 行 法 の範 囲 内 で実 施 可能 な事 項 に つ い ては,可

　及 的速 や か に,法 改 正 を待 つ まで もな く実 施 に移 す べ きで あ る。
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闇
　 　電気通信 政策懇談 会提 言

80年 代 の 電 気通 信政 策 の あ り方

　 　 　 　 (抄 　 　録)

昭和56年8月24日
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　 80年 代 を展 望 す る と,以 上述 べ て きた よ うに',電 気 通 信 は一 層 進展 す る社

会 の情報 化,産 業 構 造 の高 度 化 等 を推 進 す る国 の 重要 な イ ンフ ラス トラクチ ャ

ー と しての役 割 を担 うこ と とな り ,あ わせ て 多 くの課題 の解 決 が 必 要 と され る。

そ の 中 で も80年 代 の初 頭 に立 っ た現在 にお い て特 に早 急 な解 決 が 必 要 と され

るのは,デ ー タ通 信 回 線 利 用 の 自由化 問題 と認 め られ る。

　 した が って,デ ー タ通 信 回 線 利 用 の 自由 化 問題 につ い ては,当 面 の 緊急 課 題

と して その解 決 の方 向等 につ き具体 的 に提 言 す る こ と とす る。

第1章 データ通信回線利用の 自由化

　 デ ー タ通 信 を 中心 とす る新 しい 電気 通 信 分 野 は,電 電 公 社'国 際 電 電 の もつ

高 い技 術 力 に支 え られ た 電話 網等 の基 幹 的 ネ ッ トワー ク を利 用 す る形 態 にお い

て著 しい発 展 を 遂 げ て きた.そ の 高度 で多 様 な一 層 の発 展 は,わ が 国 の経 済 ・

社 会 の情 報化,効 率 化 に大 き く貢 献 す る もの と期待 され て い る。 そ うした過 程

にお い て,電 電公 社 ・国際 電 電 の果 た す役 割 は 大 きい。

　 しか しな が ら新 しい 分 野 にお い て利 用 者 か ら求 め られ る種 マのサ ー ビス に対

応 す るた め には,新 しい電 気 通 信 サ ー ビス の提 供 にお い て,電 電公 社 ・国際 電

電 の努 力 も必 要 で あ る が,電 電公 社 ・国際 電 電 が この す べ てを提 供 す る こ とは

可能 で は な く,民 間 能 力 が活 用 され,民 間 企業 の参入 に よ る創 意工 夫 に よって

多 様 な サ ー ビスへ の対 応 が実 現 され る こ とが必 要 とな る。 この た め に は,電 電

公 社 ・国際 電 電 が 提 供 す るデ ー タ通 信 回線 の利 用 制度 は,民 間 企業 の創 意 工 夫

が十 分 に生 か され る よ うよ り自由 な もの とな っ て いな けれ ば な らな い。

　 また,デ ー タ通 信 回 線 利 用 の 自由 化 が 推 し進 め られ た 後 にお い て も,電 電 公

社 ・国 際 電電 が,急 速 に開 化 す る こ とが 見込 まれ る新 しい電 気通 信 の 分野 にお
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い て,デ ー タ通 信 回 線 を提 供 す る こ とは,国 民経 済 的 にみ て も適 当 で あ る と同

時 に新 た に発 生 す る需要 に応 え得 る電 気通 信 設備 の整備 ∴拡 充 とい う重要 な責

務 を担 っ て い る。 さ らに,民 間 情報 通 信 業 者 が提 供 す る こ とが 困難 な,全 国的

・公 共 的 ・技 術 先 導 的 分野 に おい て ,電 電公 社 ・国際 電 電 が果 た すべ き役 割 が

今後 と も大 きい ことは言 うまで もな い。へ

　 この よ うな観 点 にた っ て デ ータ通 信 回線 利 用 の 自由化 を 次 の とお り行 うこ と

が適 当 と認 め られ る。

　 なお,国 際 通 信 に関 す る分 野 に つ い ては,関 係 国際 条 約,相 手 国 の同 意 の 必

要 性 等 国 際通 信 が有 す る特 殊性 につ い て の配 慮 が必 要 で あ る。

第1節 　 共 同使 用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　い

　 　現 在,電 電公 社 ・国際 電 電 が提 供 す るデ ー タ通 信回 線 を,二 人 以 上 の 者 が

・共同 で使 用 す る場 合 ,そ の範 囲 を無 制 限 に認 め る こ とは,電 電公 社 ・国際 電

　電 の業 務 範 囲 をお か す お それ が あ る との観 点 か ら,一 定 の制限 が課 せ られ て

　 い る。 例 えば ・ そ の範 囲 につ い て は,製 造 業 者 と卸 売 業 者 相 互 間 とか普 通 銀

　行 相 互間 等 の よ うに,原 則 と して一 定 の 業務 上 の関係 を有 す る企業 間 等 につ

　 い て のみ しか 共 同使 用 は 認 め られ て い な い。　 　 　 　 　 　 　 　 ・　 　 '

　 　 また,認 め られ た場 合 にお い て も,そ の回 線 を使用 してメ ッセ ー ジ スイ ッ

　チ シ グを 行 うこ とは 許 され て い な い。

　 　 この よ うな 制約 が,企 業等 の デ ー タ通 信 の 分 散処理 化,関 連 業 務 の シ ス テ

　ム化 の拡 大,コ ン ピュー タ ネ ッ トワー ク化 の促 進 等 の動 向 を抑 制 す る結 果 を

　招 来 して い る と考 え られ るの で,こ れ を次 の よ うに改 め る必要 が あ る。

　(1)　 「一 定 の業 務 上 の関 係 」の範 囲 を拡 大 して,業 務 上 の関係 を有 す る企業

　 　間 等 につ い ては,ほ とん どの 企業 等 が デ ー タ通 信回 線 の 共同 使 用 が 自由 に
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　 で き る よ うにす る。

(2)　 さ ら に,あ る特 定 の業 務 上 の 関係 を有 す る企業 間等 の場 合 には,そ のデ

　 一夕通 信 回 線 の共 同使 用 に 当た り,メ ッセ ー ジ ス イ ッチ ン グ も行 え る こ と

　 とす る。

　 ※ メ ッセ ージ ス イ ッチ ング:内 容 を変 更 す る こ とな く情報 を媒 介 す る電 子

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　計 算機 の本 体 の 使用

第2節 　 他 人 使用

　 　 電 電公 社 ・国際 電 電 の提 供 す るデ ー タ通 信 回 線 の使 用 契 約 を締 結 した 者 が,

　 そ の回 線 を他 人 の通 信 の用 に供 す る場 合(他 人 使 用)は,電 電公 社 ・国際 電

　 電 と類 似 の業 務 を行 うこ と とな らな い よ うメ ッセ ー ジス イ ッチ ングの禁 止 の

　 ほ か,例 えば,電 子計 算機 で処 理 した情 報 を通 信 回 線 を 介 して 別の 端末 に出

　 力 させ る こ とが で き ない 等 の使 用 上 の態 様 に つ い て一 定 の制 限 が 課 せ られ て

　 い る。 今 後,電 気通 信 と情報 処 理 の 融合 が ます ます 進 む 中 で生 ず る多 様 な ニ

　 ーズ に対 応 し得 る た め に この よ うな 制 約 を次 の よ うに改 め る必 要 が あ る。

　 (1)情 報 処 理 と結 合 した 多彩 な電 気 通 信 サ ー ビス の提 供 が 可能 とな る よ うに

　 　 す るた め,メ ッセ ー ジ スイ ッチ ン グを含 む使 用 の態 様 を次 に よ り自由 に行

　 　 え る こ と とす る。

　 　 ① 　 民間 企 業 の創 意 工 夫 が生 か され,顧 客 の 多様 な ニ ーズ に適 合 す る高度

　 　 　 で多 彩 な デ ー タ通 信 サ ー ビス の 提 供 が で き る よ う回線 利 用 の制度 は で き'

　 　 　 るだ け 自由 で あ る こ とが必 要 で あ る。

　 　 ② 民間 の情 報 通 信 業 と して は,加 入 電信 電 話 等 メ ッセ ー ジ スイ ッチ ン グ

　 　 　 のみ を行 うよ うな使用 態 様 及 び電 気通 信 に関 す る 国家 的 な イ ンフ ラ ス ト

　 　 　 ラ クチ ャー と して位 置 づ け られ る よ うな もの を 除 き,電 気 通 信 回 線 の 自
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　 　 田 な使 用 態 様 が認 め ら れ る もの で な け れ ば な らな い。

　 ③ この場 合,通 信 の秘 密 の確 保,最 終 需要 者 を含 むユ ーザ ーの保 護,技

　 　 術 的 不具 合 の排 除等 情 報 通 信 業 が 有 す る 「公 衆 電気 通 信 事 業 」と して の

　 　 公 益 的 側 面 か ら何 ら か の措 置 が 必要 とな る。

　 ④ 　 このた め,許 可制 を含 む 何 らか のチ ェ ック を行 うこ とは適 当 と認 め ら

　 　 れ る。 しか しな が ら チ ェ ック に当 た っ ては,そ の基 準 が 限 定的 かつ 明 確

　 　 に定 め られ ね ば な ら な い。

(2)メ ッセ ー ジス イ ッチ ング を含 まな い場 合 の使用 につ い ては,届 出 のみ に

　 よ り自由 に行 え る こ と とす る。

第3節 　相互接続

　 　特定通信回線 と公衆通信回線を電 子計算機 を介 して接続 す ることにつ いて

　 は,現 在,郵 政大 臣 の個 別認 可 の対 象 とな っ てい るか,今 後 は 次 の よ うな方

　 向 で対 処 す る こ とが必 要 で あ る。

　 　電 子計 算機 を介 して特 定通 信回 線 と公 衆通 信 回線 を接続 す る こ とは,原 則

　 と して 自由 とす る。

　 　た だ し,電 子計 算機 を 介 して の,公 衆通 信 回 線 ・特 定通 信回 線 ・公 衆通 信

　 回 線 の接続 い わ ゆ る公 一 特 一 公 接続 につ い て は,今 後 の技 術 進 歩 等 に伴

　 って 種 マの使 用 形 態 が 出 現 し,い わ ゆ る電 信 電 話的 使用 が行 わ れ る こ と も予

　想 され る。 これ をチ ェ ックす るた め,当 分 の 間,個 別認 可 に よ り対処 す る こ

　 とが適 当 で あ る。
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第2章 　チータ通信回線利用の自由化に関連す る諸問題

第1節 　 民間 情報 通 信 業 の あ り方

　 　 デ ータ通 信 を 中心 とす る新 しい 電気 通 信 分野 の発 展 を図 るた め の一 方 策 と

　 して,電 電 公 社 ・国際 電 電 が提 供 す る基 幹 的通 信網 ・基 幹 サ ー ビス をベ ー ス

　 と し,経 済社 会 の多 様 な ニ ーズ に対 し,き め細 か く,か つ,高 度 なサ ー ビス

'を提 供 し得 る新 しい情 報 通 信 事 業 体 の 出現 基 盤 が 整備 され な けれ ば な らな い
。

　 　 デ ー タ通 信 回 線 利 用 の 自由化 に伴 っ て,デ ー タ通 信 は,さ らに多様 か つ 高

　 度 に利 用 す る こ とが 可能 とな り,ま た,利 用 者 に とっ て も種 マの新 しい テ ー

　 タ通 信 サ ー ビス の提 供 を受 け る こ とが 可能 とな る。

　 　 情報 通 信 業 とは,こ の よ うな 多彩 な デ ータ通 信 を,電 気通 信サ ー ビス と し

　 て,広 く企 業 ・社 会 ・国 民等 に提 供 す る事 業 で あ り,デ ータ通 信 回 線利 用 の

　 自由化 に伴 い,今 後,急 速 に発展 す る こ とが 見込 まれ る。

　 　 情報 通 信 業 の この よ うなサ ー ビス の 提 供 に 当た って は,自 由 な競 争 市 場 に

　 お い て行 わ れ る と とが,国 民経 済 的 にみ て有益 と認 め られ るが,一 方,情 報

　 通 信 業 が,電 気 通 信サ ー ビス と して顧 客 の情報 を送 受 ・媒 介 す る場 合 には,

　 通 信 の 秘 密 の確 保 な ど事 業 の公 益 的側 面 につ い て,十 分 な配 慮 が求 め られ る。

　 　 したが っ て,情 報 通 信 業 者 の うち,デ ータ 通 信 回 線利 用 の 自由化 に伴 っ て

　 メ ッセ ー ジス イ ッチ ン グを含 む デ ー タ通 信 サ ー ビス を提 供 しよ うとす る者 に

　 つ い ては,許 可 制 等 の も とで 高度 多 彩 な電 気 通 信 サ ー ビス を提 供 す る新 た な

　 「公 衆電 気 通 信 事 業 者 」と して位 置 づ け られ る必 要 が あ る。

第2節 　競合 分野 の調 整 と公正競争条件 の策定

　 1.競 合分野の調 整
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　 　デ ータ 通 信 回 線利 用 の 自由化 に伴 い,民 間 情 報 通信 業 に おい ては,一 層

　多種 多彩 な サ ー ビス の 提 供 が 可能 とな るが,こ の分野 に お い ては,電 電 公

社 ・国際 電 電 の同 種 の 事業 との間 にお い て,秩 序 あ る競 合 関係 を保 ち な が

　 ら,そ れ ぞ れ の特 徴 を生 か しつ つ,社 会 の多 種 多 様 な ニ ーズ に応 え て い く

　 こ とが 今 後一 層 必要 とな って くる。

　 　この た め に,特 に電 電公 社 のデ ー タ通 信 設備 サ ー ビスの 提 供 に当 た っ て

　は,全 国性'公 共 性 ・技 術 先 導性 とい う従 来 か らの三 原 則 に則 りつつ,さ

　ら に民間 情 報 通 信 業 者 との共 同,協 調 関係 の確 立 を図 る こ と につ い て も配

慮 す る こ とが必 要 で あ る。

2.公 正 競 争 条 件 の策 定

　 　情 報 通 信 の分 野 に お い て,電 電 公社 と民間 情 報 通 信 業 者 との 間 にお い て

秩 序 あ る競 合 関 係 が成 り立 ち,調 和 あ る発 展 が 図 られ る よ うな公 正競 争 条

件 が設 定 され る必 要 が あ る。

　 　このた め には,電 電公 社 につ い ては,次 の点 に留 意 す る こ とが必要 で あ

　る。

α)会 計 制 度

　 　 独 立採 算 制 の確 保 に立 ち,競 合 分野 と独 占分 野 に お け る収支 帰 属 を明

　 確 にす る区 分計 理 シ ス テ ム を確 立 し,こ れ を担 保 す る た め に計理 の公 開

　 　が求 め られ る。

(2)内 部 相 互補 助

　 　 独 占分 野 の収 益 を競 合 分 野 に投 入 す る よ うな 内部 相 互補 助 は,原 則 と

　 　して排 除 され るべ き で あ る。

(3)経 営 組 織 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 '

　 　 公 正競 争 を確 保 す るた め には,経 営 組 織 の面 で もそ の改 善 が 求 め られ,
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　例 え ば,組 織 的 に独 立 性 の 高 い 事業 部 制 の よ うな考 え方 の導 入 を検 討 す る

　 必要 が あ る。

(4)料 金 設 定 方式

　　 利 用 者 の多様 な ニー ズ に応 え てい くた め,競 合 分野 に お い て は,サ ー ビ

　 スの提 供 につ い て一 層機 動 的 か つ 柔軟 な対 応 が 可能 とな る よ う,例 えば ・

　 料金 決 定 手続 の再 検 討 等 を行 うこ とが 必要 で あ る。

第3節 　データ端末 市場発展 のため の環境整備

　　利用者のデータ端末機 器 については,公 衆電気通信設備 への接続 に際 し・

　技術基準 に適合 しているか否 か について,電 電公社 ・国際電電の審査 ・検査

　 を受けることとなってい る。

　　 この技術基準は,公 衆電気通 信設備 の損傷 の防止や利用者 との責任 分界点

　 の明確化等 のため に必要 な技術的条件 について,電 電公社 ・国際電電が郵 政

　大臣の認可 を受けて定めてい る。

　　 また,技 術の進歩 と利用 形態 の多様化 に伴 い,高 度な機能 を備 えた各種の

　 端末機器 が出現 してい るこ とか ら,端 末 相互間の円滑な通信 を可能 とす るた

　 め,通 信方式 の標準化が必要 となってお り,現 在標準化 された もの につい て

　 は 「推奨通信方式 」として郵政大 臣が告示 している。

　　 データ通信回 線利用 の 自由化の動向 に即 しつつ,デ ータ端末機 器及びその

　 利用形態 の多様化,コ ス トの低廉化 に対す る経 済 ・社会諸分野 の要請を実現

　 し,ま た,利 用 者の端末機器利用 の容易性 を増大 させ,あ わせ てデータ通信

　 機器産業の発展 に も資す るため,次 の方策 を講 じる必要 があ る。

　 1.技 術基 準の制改 定 に当た って広 く国 民の声 が反映で きる仕組 の確立

　 2.審 査(個 別審査,型 式審査),工 事検 査等 の簡素化及びそれ らのあ り方
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　に関す る検討

3.推 奨通信方式 に関す る制度(審 議機 関,認 証制度等)の 検討

第4節 　 デ ー一・B通 信 回 線 に係 る料 金 の あ り方 .

　　 デー タ通 信 に専 用 的 に利 用 で き る特 定通 信 回 線 の料 金 は,遠 近 格 差 が太 き

　 く,ま た,技 術 開 発 の 推移 か らみ て も特 に遠 距 離 区 間 の料 金 は 高 い と考 え ら

　 れ る。 デ ー タ通 信 の振 興 を 図 り,情 報 化社 会 の進 展 に資 す るた め,適 切 な料

　金 体系 に改 め る必 要 が あ る。

　　 現 行 の特 定 通 信 回 線 の料 金 は,専 用 回線 の料 金 との均 衡 を図 っ て定 め られ

　 て お り,そ の専 用 回 線 の料 金 は,電 話 の通 話 料(法 定料 金)と の均 衡 を図 っ

　 て い るが,電 話 の通 話料 は,遠 近 格 差 が大 き く,是 正 が要 請 され てい る。

　 しか し,電 話 の通 話 料 は,国 民 が広 く利用 す る もの で あ っ て,抜 本 的 な 是正

　が,特 に近 距 離 区 間 の通 話 料 の引 上 げを伴 うこ とか ら困 難 な実 情 に あ る。

　　そ こで,特 定通 信 回線 の料 金 体 系 にお い て,遠 近 格 差 の是 正 を図 るた め の

　方 策 と しては,回 線 料 金 の原 価(適 正 な利 潤 を含 む。)を 明確 に した 上,電

　話 の通 話 料 及 び専 用 回線 の料 金 の遠 近 格差 の是 正 の方 向 を 見極 めつ つ,特 定
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ●

　通 信 回線 の料 金体 系 を別 に確 立 して い く必 要 かあ る。 また,適 正 な 距 離段 階

　 の設定 につ い て も実 現 を 図 っ て い く ことが望 ま しい。

　　 しか しなが ら,そ の実 現 に 当 た っ ては,料 金 の 引 上 げ を伴 う場 合 の利 用 者

　 の急 激 な負 担 変動,電 電 公 社 の収 支 状 況 に及 ぼす影 響 等 に も配 慮 しつ つ,漸

　進 的 に進 め る こ とに つ い て も考 慮 す る こ とが 必 要 で あ る。
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昭和56年8月24日

座 　　長 　　談　 　話

　 本 日,電 気 通 信 政 策 懇 談 会 と し.て,「80年 代 の電 気 通 信 政策 の あ り方 」に

つ い て の提 言 を郵 政 大 臣 に提 出 したポ

　 本 提言 は,昨 年10月 に 当懇談 会 が設 置 され て以 来,そ の下 部 機 構 と して の

専 門委 員 会 ・専 門委 員会 部 会 等 の検 討 ・調 査 ・研 究 活 動 と一 体 とな っ て,10

ケ 月余 に わた っ て,7回 の会 合(臨 時会 合 を含 む)'を 開 い て検 討 を すす め て き

た結 果 を集 約 した もの で あ る。

　 提 言 は,長 期 的 ・基 本 的 課題 か ら当面 の緊 急課 題 ま で を含 め て,そ の方 向 等

を 示 してい るが,長 期 的 ・基本 的課 題 につ い て は,今 後一 層 の検 討 ・調査 を要

す る もの もあ り,日 々の行 政 ベ ース あ る いは 調査 ・研 究 プ ロジ ェク ト活動 等 の

中で対 処 され た り,あ るい は 公 的 な 政策 審 議機 関 に よ っ て審 議決 定 され るべ き

もの もあ ろ うが,当 懇 談 会 と しては郵 政 省 にお い て これ を具体 化 す る に際 して

は,字 句 に拘 泥 す る こ とな く,よ く提 言 の精 神 を 活 か す よ う切 に願 うもの で あ

る。 更 に将来 にわ た っ て,政 策 を決 定 した後 に於 て も,時 宜 を失 す る こ とな く,

そ の効 果 は 常 に フ ィー ドバ ック され,適 時適 切 に対 処 され る こ とを願 ってや ま

な い。

　 また,本 提 言 にお い ては 特 に緊急 課題 と して 「デ ー タ通 信回 線 利 用 の 自由化

問題 」につ い て,そ の あ り方 を具体 的 に提言 して い るが,こ れ は今 後 の わ が 国

にお い て情報 化 の促 進 が必要 であ り,そ のた め の方 策 と して,情 報 化 の 中心 的

役 割 を果 す こ とが 期待 され て い る電 気 通 信 分野 にお い てデ ータ通 信 回 線利 用 の

自由化 を推 し進 め る こ とが 有効 な 政策 で あ る との認 識 にた って行 っ た もの で あ

る。
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　 この 自由化 の 推進 の結 果,電 信 電話 公 社 の施設 を利 用 しつ つ,公 社 とは別 個

の他 人 間 の通 信 を媒 介 す る類 似 した サ ー ビスの 出現 が 見込 まれ,こ れ は いわ ゆ

る公 衆 電 気通 信 業務 で あ るの で,こ れ らにつ い て は公 益 的側 面 か ら利 用 者保 護,

通 信 の秘 密 の確 保 や公 衆 電気 通 信 秩 序 の維 持 等 の観 点 か ら,一 定 の チ ェ ックが

必 要 と考 え られ る。 当懇 談 会 と しては これ を 「許 可 制 を含 む 何 らか の チェ ック 」

とい う言 葉 で表現 す る こ と と した もの で あ り,情 報 処 理 の 中 に メ ッセ ー ジ スイ

ッチ ングが含 まれ る場 合,何 らか の チ ェ ックは あ る もの の直 ち に許 可 制 の も と

におか れ る とい うこ とを意 味 す る もの で は ない。

　 どの範 囲 ま での もの が許 可 制 の もと におか れ るか につい ては ・郵 政 省 にお け

る今 後 の法 的 措 置 の検 討等 の 中 で具体 的 に整 理 され る こ とと な ろ うが,当 懇 談

会 と しては 基本 的 には,で きる だけ 自由 な利 用 が認 め られ る よ うにな る こ とを

願 うもので あ る こ とを 申 しのべ てお きた い。

一53一





闇

今後におげる公衆電気通信事業のあ り方

　 　 1981年10月

全 国 電 気 通 信 労 働 組 合



　 　 1981年10月

全 国電 気 通 信 労働 組 合

今後における公衆電気通信事業のあり方

は 　 じ　 め 　 に

　 1980年 代 に入 っ て電 電公 社 の事 業 運 営 に対 し,多 くの批 判,意 見 が 出 さ

れ,最 近 の第二 臨 調 第一 次答 申 では,「 経 営 の 効 率 化 を促 進 す る とと もに,巨

大 化 した事 業 規 模 の適 正化,組 織 の活 性 化 を図 る ため,事 業 の分 割,民 営 化 等

を ふ くめ今 後 の経 営 形 態 を 根本 的 に 見直 す 」 との方 向 が示 され,検 討 が 開始 さ

れ て い ます。

　 わ た した ち 全電 通 は この 情況 を80年 代 にお け るパ ブ リック ・セ クタ ー の役

割 が問 い直 され てい る もの と受 け とめ,電 気通 信 事 業 に働 ら く労働 者 の社 会 的

責 任 と して 「国 民 の ため の 情報 通 信 」実 現 の立 場 か ら 「民営 化 に反 対 し,電 気

通 信事 業 の改 革 をは か る 」た め,つ ぎの態 度 を明 らか に し ます。

1　 理由なき民 営化論

　今 日,行 政改 革の立場か らの民営化論 は,

　　①　 国の支出 を削減 して 「小 さな政府 を 」

　　② 官業は非効 率 であ る

　　③ 民業 を圧迫 し,民 間の活力 を阻害す る

　　④　官業 としての使命は終 った

　　にある といわれ,こ れ に加 え,電 電公社 の 不正経理 に代表 され る独 占の体

　質 に対す る批判か ら主張 されてい ます。

　　しか し,電 電公 社 に関 しては,① 国の財政か ら全 く補助 され てお らず,逆
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に1981年 度 か ら四年 間 毎年1,200億 円を 国庫 納付 し,国 の歳 入増 に寄

与 してい ます。'② 非効 率 が 指摘 され て い ます が,ア メ リカ の 民間 企業 で あ る

電 話 会 社(ATT)の 生 産性.職 員一 人 当 り電話 機 数 でみ た 場 合1979年

度,電 電公 社205個 とATTの165個 を大 き く上廻 っ てい ます。 また,

電 話 の完 全 充足,自 動 化10'0%は す で に達 成 され て い ます。

　 問題 は,公 社 発足 の主 旨 で あ った公 共 性 を維 持 し,効 率 的 な経 営 が拘 束 と

統 制 の強 化 に よ って 自主 性 が狭 くな り,効 率 を発 揮 した くと も機 動 性 が な い

こ とで あ ります 。 ③ 民業 圧 迫論 は,利 用 者,国 民 と しては,公 営 で あれ,民

間 企業 で あれ,情 報 通 信 に関 し,良 品,低 廉 のサ ー ビス を求 め て い る もの で

論 理 のす りか え で あ り ます。 ④使 命 終 了 とい い ます が;電 気 通 信 事 業 は,現

在4,000万 に お よぶ加 入 電話 のサ ー ビス を提 供 し,今 後 の 需要 に も応 え て

い く役 割 を もつ と と もに,情 報 化 の進展 に と もな いデ ァ タ通 信,フ ァクシ ミ

リ等 の新 た な サ ー ビス の た め よ り便 利 で,よ り豊 富 な,よ り安 い ネ ッ トワー

ク が要 求 され,そ れ に応 え るシ ス テム の建 設 が 求 め られ,情 報 化 時代 の使 命

は 大 きい と考 え ます。

　 以 上 の ご と く,今 日の 電気通 信 事 業 に対 す る 民営化 論 は,そ の論 拠 が 不明

確 な もの で あ ります。

2　 わ た した ちが 提 起 す る 公 衆 電 気 通 信 事 業 の あ り方

　1基 本 原 則 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,

　　　わた した ち全電通 は,民 営化論 には反対 であ りますが,現 在の電電公社

　　の経 営 につい ては,多 くの意 見をもってい ます。 それは,① 古い独 占時代

　　の体 質が残留 し,今 日の社会的 ニーズに対応 し切れてない。 ②拘束 と統 制

　　が経営 の 自主性 を失 なわ している。③ 不正経理 に代表 される経営体 質の改
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善 を早急 に行 な い,国 民 の信 頼 を と り戻 す必 要 が あ る。

　 　この立 場 か ら,情 報 化 時代 にお け る公 衆 電 気通 信 事 業 体 の あ り方 は,

　 r社 会 の すべ て の部 門 に 最 良 の サー ビスを 提供 し,経 済 資 源 を 最 適 な方 法

で利 用 す る こと 」 な ら び に,「 この サー ビスを 適 正 な料 金 で 提 供 す る こ と

に あ る」 との立 場 に た ち ます。

　 　 した が っ て,今 後 の 電 気通 信 事 業 の 基 本 は,

(1)電 気 通 信 ネ ッ トワー ク は 国 民の共 有 財 産 で あ っ て,特 定 の もの の利 益

　 　の み を追 求 す る利 用 は許 され ませ ん。 また,電 気 通 信 ネ ッ トワー クの 社

　 　会性 が拡 大 してい る こ とか ら,巨 大 な外 国資本 が 介入 す る こ とに なれ ば,

　 　わ が 国 の 国 民経 済 が 左 右 され る こ と に もな りか ね ませ ん。

(2)　 民営 化 や 分 割 が行 な わ れ た 場 合,利 潤 を 目的 とす る企業 活 動 は,収 益

　 　の如何 に よっ て,料 金,サ ー ビス に地域 別 格差 を生 じ,「 あ まね く公 平」

　 　の原則 が失 われ ます。

　 　　こ とに,電 気通 信 は 全 国的 規模 で双 方 向性 を有 し,東 京 で か け た電 話

　 　 と北 海道 で か け た電 話 料 金 が異 な る こ とは 「あ まね く公 平 」の 原則 に反

　 　 し ます。

　 (3)こ の立 場 か ら経 営 形 態 の あ り方 につ い ては,公 共性 を維 持 ・発展 させ

　 　て い くた め公 共 企 業 体 と して,そ の 経 営 に民 間 の長 所 を と り入 れ た もの

　 　と して い き ます 。

　(4)事 業 の 運営 にあ た っ て は.公 開 ・分権 ・参 加 と 自主性 の確 立 を は か り

　 　 ます。

　㈲ 　情 報 化 の 進展 に対 しプライ バ シ ー を保 護 します。

皿　 私 た ちの め ざ す 公衆 電 気 通信 事業

　 　情報 化 の進 展 のな か にお け る公 衆 電気 通 信 事業 体 の役 割 は大 きい ものが
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　 あ ります が,こ の なか で 出現 して きたす べ ての サ ー ビス を独 占的 に提 供 す

　 る こ とは 困難 で あ り,ま た,社 会 的 に容 認 され ません。 この立 場 か ら,

　 (1)情 報化 の進 展 に伴 っ て,国 民生 活 の向 上

　 　 　福 祉 の充実 をは か り,国 民経 済 の発 展 に寄与 す るサ ー ビス の提 供 を行

　 　 ない ます。

　② 　電 信 電話 サ ー ビス は今 後 も一 元 的 に提 供 してい き ます。

　 (3)電 信 電 話 な らび に デ ー タ通 信,フ ァク シ ミ リ網 な どの ネ ッ トワ ー ク に

　 　 つ い て も一元 的 に所 有 し運 営 してい き ます。

　 (4)デ ー タ通 信,フ ァク シ ミ リサ ー ビス等 は,民 間 と公 正競 争 を 行 な って

　 　 い き ます。 また,今 後,新 た な ニ ーズ に対 す る新 サ ー ビス につ い て も積

　 　極 的 に対応 して い き ます。

　⑤ 　通 信 回 線(網)の 利 用 につ い ては,電 信 電 話 的業 務 を行 な わ な い こ と

　 　 な ど一 定 の規 制 を行 な うもの のほ か は 自由化 と します。

　⑥ 　 端 末 につ い て は,ほ とん どが 自由化 され て ますが,基 本 サ ー ビス の電

　 　話 機(本 電 話機)に つ い て も民間 も販 売 可能 とな るよ うに します。

　(7)情 報化Q発 展 を展 望 し,以 上 の社会的 責任 を果すた め必要な建設投資

　　を行 ないます。

皿　公正な競争条件の設 定

　　公衆電気通信事業体 と民間の競争分野が生 じることにたい し,競 争 を公

　正に行 なえる条件 を整備 してい く必要があ ります。 そのため,

　① 　料金,制 度,業 務 の範 囲な ど,現 行の法 制上 の規 則の緩和 と認 可制 の

　　再検討 を求め てい きます。

　② 　税制上 の優遇措 置を再検討 し,税 金 について も支払 う方向 で具体化 を

　　はか ります。
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3　 新 し い 時 代 に 対 応 す る 経 営 の あ り 方

　 (1}独 立 採 算 制 を貫 くと と もに,経 営 の 自主 性 を保 障 し,国 民 の負 託 に応 え

　 　 る経 営 と し ます。 そ の ため に,

　 　① 予算(投 資 を含 む)は,細 目にわ た って議 決 す る拘 束 制度 を改 め,総

　 　 　枠 につ い て 国会 の承 認 を うる よ うに し ます。

　 ,② 　料 金 の法 制定 制 を緩 和 し ます。 具 体 的 には,

　 　 　 ア.'公 共 的 必 要 余剰 を含 め て料 金 の決 定 原 則 に つ い て国 会 で決 め ます。

　 　 　 イ.基 本 的 な 料金(基 本 料,通 話 料 等)は,電 気 通 信審 議 会 の審 議 を経

　 　 '　 て郵 政省 の 認 可 に よ り淀 め ます。 この際 公 聴 会 等 に よって,十 分利 用

　 　 　 　 者,国 民 の意 見 を反 映 させ ます。

　 　 　 ウ.料 金 体 系 は公 平 を原 則 と し,新 た な時 代 に適 合 す る よ うに 見直 し ま

　 　 　 　 す。

　 　 　 　 　但 し当 面 は,グ ル ー プ料 金 制 の実 施 に よ り,道 一 つ 隔 て て市 外通 話

　 　 　 　 とい った よ うな不 公 正 をな くし ます。

　 　 　 エ.競 争サ ー ビス ・商 品 につ い て は,市 場 原 理 に よ り自主 的 に決定 し ま

　 　 　 　す 。 ・

　 {2)制 約 され て い る当事 者 能 力 の拡 大 を は か ります。 当 面 は 人件 費 の移流 用,

　 　収 支 差額 の一 部 につ い て 自主 的 運 用 を 可能 とな る よ うに して い き ます6

　 (3)労 働 者 の企 業 努 力 が報 い られ る制 度 を確 立 す る と と もに,働 き甲斐 の あ

　 　 る職場 を確 保 し ます。

　 (4)ス ト権 は民 間 な み と し ます 。'

4　 開 か れ た 事 業 と サ ー ビ ス の 拡 充

　(1)経 営内容や計画 を広 く国民 に公開 し,経 営 をガラス張 りにします。
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(2}地 域 社 会 の要 請 に 応 じたサ ー ビス を 柔軟 に提 供 す るため に,本 社 に よる

　 統 制 強 化 を改 め,地 方 分権 を拡 大 し ます。

(3)経 営 委 員 の有 償 化 に よ る責 任制 の確 立 等,経 営 委員 会 の 強化 を はか る と

　 とも に,現 行 の監 事 制度 を発 展 させ て専 門家 を 含む監 査 委員 会 を設 置 し,

　 経 営 に対 す る内 部 牽 制体 制 を強 化 し ます 。

(4)利 用 者,国 民 の立場 にた ってサ ー ビス を提 供 します。 そ の基 本 は,

　① 公 平 … …… 誰 で も,ど こ で も

　② 正 確 … … …良 い品 質,無 事故

　③ 迅 速 … … … す早 い対応

　④ 親 切 … … …利 用 者 の立場 にた った応待

　⑤ 低 廉 … … …安 い料 金

㈲ 　具 体 的 サ ー ビス と しては,　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ,,

　① 近 い将 来,電 話,フ ァクシ ミ リ,コ ン ピ ュータ な どが 自 由 に接続 出来

　 　 る高 度 情報 通 信 シ ス テ ムの形 成 を は か って い きます。

② 　 当 面 は,

　 　 ア.1軒1電 話 を最 低 に普 及 をは か ります。

　 　 イ.無 電 話 地 域 の解 消 を はか ります。 そ の た め離 島 ・過 疎 地 の通 信 手 段

　 　 　 の開 発,な らび'に,加 入 区域 制 を廃 止 し ます。

　 　 ウ.料 金 につ い ては 公平 で格 差 の 解消 をめ ざ した もの と.します。

　 　エ.福 祉 の 電 話 の 拡充 と救 急 医療 シ ス テ ム,心 電図 伝送 の普 及 。

　 　オ.デ ータ 通信,フ ァク シ ミ リ通 信,移 動 体 通信 の大 衆 化,さ ら に,公

　 　 　共 的 デ ータ ・ベ ー ス シ ス テ ムの提供 。

　 　カ.災 害 対 策 の充 実 強化 をはか ります。
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5　 経 営 に 対 し て 国 民,労 働 者 の 意 思 の 反 映 の 場 を 確 立 し ま す

　ω　長期的 には電気通信監理委員会 を頂点 と して,国 民的なチ ェックの体制

　　を確立 し,公 的独 占の弊 を徹底 して排除 します。 そのためには電気通信監

　　理委員 会は適正 な構成 に よる高度 な行 政委員会 とします。

　 (注)公 企体 に民間公益事業 と同様 の経 営の自主性 を保障す るとともに,公

　　　的 コン トロール の場 と して の行 政機関の設置 の構想 は昭和59年 の第一

　　　次 臨時行政調査会 の答 申にお いて提起 され ています。

　{2)　当面 の課題 としては,郵 政審議会 よ り電気通信審議会を独立 させ.民 主

　　的 な構成の もとに運営 し,電 気通 信 事業の運営におい て必 要な課 題につ い

　　 て検討 します。

　 (3}現 行 の利用者委員会 を県 レベ ル に拡大 し,利 用者,国 民の意見の反映 の

　　 場 を充実 する とと もに,そ れ を事業 運営に活か し切 るため に,電 電公社に

　　 全社的な体制 を確立 します。

6　 雇 用 ・労 働 条 件 等

　 (1)全 電通労働 者の雇用保 障,な らび に関連産業労働者の雇用保障

　{2}働 きがいの ある職場

　 (3)労 働 者の努力がむ くわれ る制度 な ど新時代 に対応す る労働 条件の確立

　 (4)技 術変化 に対 す る技能 向上訓練 の拡充
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　 　　 　 改 め

汎 ネ ッ トワー ク推進委 員会

委 員長 稲　葉 　 　秀　三
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付

提　　言　　項 目

　有線,電 波,公 衆法 等 の 統 一 見 直 しに よる 自由,多 彩 な 民

間 情 報 ネ ッ トワー ク の建 設 　 　 　 　　 　,　 　 　 '　 s

　 柔軟 な料 金 政 策 に よる 自由活 発 な回線利用体制

　付加価値通信事 業の許 容 に よるわが国独 自の民 間ハ イ ㌔レ

ベ ル ・ネ ッ トワークの実現　 　　　　 : .

　 衛 星 通 信 方 式 の 自 由利 用 に よる新宇宙ネ ッ トワー ク産業 の

形 成

　 VIDE.OTEX,　 TELETEXT,　 CATV、 等 と,従 来 の

情 報 サ ー ビ ス との 相 互 位 置 づ け を 明 確 化 す る こ と を 含 め,新

時 代 の 画 像 情 報 シ ス テ ム の 実 現

　情報サ ー ビス分野 におけ る官公民の役割分担の 明確化 と公

正競争原理 に基づ く市場形成

　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　 s

　伝えられる当面の回線 自由化中心問題点に関する当委員会

意見
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　 は 　 じ　 め　 に

　 当 委 員 会 は10年 に わ た りオ ン ラ イ ン シ ス テ ム を 推 進 す る た め,

ユ ー ザ ー の 立 場 に 立 っ た 提 言 ,主 張 を 発 表 して き ま した 。

　 現 在,通 信 回 線 制 度 に つ い て,新 ら し く一 つ の 転 期 が 来 て い る

と思 わ れ ます が,当 委 員 会 と し て は,若 干 の ネ ガ テ ィ ブ ・ リス ト

を 検 討 す る こ と以 外 の 制 限 は 一 切 不 用 で あ る と 指 摘 す る に 留 め,

当 委 員 会 が10年 来 か わ ら ず 主 張 して き た 点 に つ い て は,昭 和

53年 度 の 基 本 提 言 等 を 参 考 ま で に 付 し,以 下 に 新 ら し い 将 来 展

望 の た め の 意 見 を 表 明 す る こ と と し ま す 。

　 最 近,い わ ゆ る ニ ュ ー メ デ ィ ア の 台 頭 が 予 告 され て い ます 。 し

か し,こ れ ら に つ い て は や は り複 雑 な 制 度 問 題 が 内 在 して い ま す 。

そ こ で 当 委 員 会 は,オ ン ラ イ ン ・オ ン エ ア を 問 わ ず,音 声 ・デ ー

タ ・画 像 を 問 わ ず,情 報 処 理 サ ー ビ ス ・情 報 提 供 サ ー ビス を 問 わ

ず,委 員 会 と し て 関 心 を 持 つ 分 野 を 拡 大 し,オ ン ラ イ ン 推 進 委 員

会 を 汎 ネ ッ トワ ー ク 推 進 委 員 会 と改 称 し ます 。 そ し て,従 来 の オ

ン ラ イ ン情 報 シ ス テ ム 以 外 に も,必 要 に 応 じ,VIDEOTEX,

TELETEXT,　 CATV等 に つ い て 制 度 的 観 点 か ら 調 査 研 究 を 行

う と と も に 積 極 的 に発 言 し,そ れ ら の ニ ュ ー メ デ ィ ア が 国 家 社 会

に有 益 な シ ス テ ム と し て ユ ー ザ ー の 役 に 立 つ よ う新 ら し く力 を つ

く した い と思 い ま す 。
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A新 たな情報 ネットワーク化社会発 展の ため の提言

1現 行 の 回 線 利 用 制 限思 想 を根 本 的 に転換 し,有 線 電気 通 信 法,

電 波 法,公 衆 電 気 通 信 法 等 を新 時 代 に即 した斉合性 のある もの

とす るための全面的な見直 しを行 って,自 由 で創 意 に満 ち,多

彩 な 諸 種 の民 間情 報 ネ ッ トワー クの建設 を容易 にす る こと。

2こ れ か ら ます ま す 複 雑 化 し 多様 化 す る情 報 処 理 サ ー ビス お よ

び 新 し い 情 報 サ ー ビ ス に 対 して は,電 信 電 話 料 金 と は 別 個 の 料

金 体 系 を 適 用 す る と共 に,過 渡 期 に お い て は,ユ ー ザ ー が 利 用

しや す い 柔 軟 な 料 金 を 設 定 し,新 ら し い 回 線 や 網 を 多 くの ユ ー

ザ ー が 利 用 で き る よ うに す る こ と。

3通 信 回 線 の 付 加 価 値 提 供 サ ー ビス を 早 急 に 認 あ ,技 術 的 に 高

度 で 効 率 的 な,わ が 国 独 自 の 民 間 ハ イ レベ ル ・ネ ッ トワ ー ク を

実 現 す る こ と 。

4衛 星 通 信 の 民 間 に お け る効 率 的 な利用 に関す る基本方針 を早

期 に決定 し,宇 宙 産 業 の 一 環 と しての 新 宇 宙 ネ ッ トワーク産業

の形成 を実現 す る こと。
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5企 業 情 報 シ ス テ ム と し て のVIDEOTEX等,新 し い メ デ ィ

ア の 諸 条 件 を 早 期 に検 討 し,こ れ ら の シ ス テ ム と通 常 の オ ン ラ

イ ンな い しオ ン エ ア情 報 処 理 サ ー ビス の か か わ り,相 互 位 置 づ

け もあ わ せ て 検 討 の 上 明 確 に し,新 時 代 に ふ さ わ しい 民 間 画 像

情 報 シ ス テ ム を 実 現 す る こ と。

6情 報 サ ー ビス産 業 分 野 に お い て は,官 公 民 の 役 割 分 担 を 明確

に し,民 業 が 主 体 で あ る分 野 で は競 争 原理 に基 づ く公正 な市場

の形成 を実現す る こと。
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付 伝え られ る当面 の回線 自由化 中心 問題点 に関す る

当委 員会意 見

頭 記 の 件 に 関 し,次 の 意 見 を 表 明 し ます 。

1メ ッセ ー ジ 交 換 は 完 全 自由 とす る こ と。

第1に メ ッセ ー ジ 交 換 の 定 義 が そ もそ も 困 難 で あ り,規 制 基

準 作 成 の 可 能 性 に も疑 問 が あ り,想 定 され る 実 害 は 見 当 ら な い

こ と を 考 え る と き,メ ッセ ー ジ交 換 は 完 全 に 自 由 とす べ き で あ

り ます 。

音 声 とか,い わ ゆ る 内 容 の 変 更 を 伴 わ な い 情 報 と し て の メ ッ

セ ー ジ や,デ ー タ,画 像 な ど の 伝 達 プ 処 理 が す べ て デ ィ ジ タ ル

化 の 方 向 に あ り,し か もそ れ ら の諸 情 報 が 混 合,融 合 し て利 用

さ れ て ゆ く と き,な に が メ ッセ ー ジ で あ る か,あ る 複 合 伝 達 情

報 の うち メ ッセ ー ジ の 占 め る 割 合 は ど の 程 度 か な ど の 定 義 や 判

定 は不 可 能 とな っ て い ます 。 こ の よ うな 現 実 の 姿 を 無 理 に 規 制 し

よ うと す れ ば,メ ー ル ボ ック スの 二 の 舞 とな り ます 。

い ず れ に し て も メ ッセ ー ジ 通 信 と か メ ッセ ー ジ 交 換 な どの 是

否 を 論 ず る 時 代 は 過 ぎ去 っ て い ま す 。

第2に,設 備 サ ー ビス との 均 衡 論 もあ り ま す 。 設 備 サ ー ビス

は,メ ッセ ー ジ交 換 が 可 能 で,民 間 の サ ー ビス シ ス テ ム は メ ッ
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セ ー ジ 交 換 は 可 能 で な い とい うこ と は 明 ら か に 不 公 平 で あ り ま

す 。

2相 互 接 続 の 自 由化 に伴 な い,い わ ゆ る 「公 一 特 一 公 」 接 続 は,

一 定 の 明 示 の ネ ガ テ ィ ブ ・ リス トを 前 提 の 原 則 自 由 とす る こ と 。

第1に,公 一 特 一 公 の 実 現 に よ り,あ る程 度 の ク リー ム ・ス

キ ミ ン グ は 発 生 す る か も し れ ませ ん が,高 価 な コ ン ピ ュー タ を

使 っ て メ ッセ ー ジ 交 換 を 目 的 と す る よ うな こ と は 考 え ら れ ませ

ん 。 しか し,デ ー タ処 理 の 場 合,公 一 特 一 公 に よ る シ ス テ ム ・

メ リ ッ トは 明 ら か な もの が あ り ま す か ら,問 題 は 誰 の利 益 を 主

に守 る べ き か と い う点 に か か り ま す 。 や は り こ れ は ユ ーザ ー の

利 益 が まず 考 え ら れ,少 く と も,ユ ー ザ ー の 利 益 と キ ャ リヤ の

利 益 の 調 和 点 が 客 観 的 に 求 め ら れ る べ き で あ る と思 い ます 。

上 の 趣 旨 に 従 え ば.公 一 特 一 公 は 原 則 自 由 と し,た だ 明 示 の

ネ ガ テ ィ ブ ・ リス トを ユ ー ザ ー を 含 め た 関 係 者 の 合 意 の 下 に 作

る こ と を 提 言 し ます 。

た だ し,公 一 特 一 公 を 許 認 可 制 の 対 象 と して こ の 問 題 の 解 決

を 計 る 方 向 に は 賛 成 で き ませ ん 。 な ぜ な ら ば 従 来 の 個 別 認 可 制

に つ い て は.10年 の 運 用 の 後,ユ ー ザ ー と して 実 務 上 見 当 が

つ か ず,時 間 が か か り,自 由 申 請 権 は な く,あ ま りに も疑 問 の

み の 多 い 制 度 で あ っ た か ら で す 。
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B情 報 と通信 をめ ぐる諸情勢 の変化 と進展

1現 実 に そ ぐわ な い現 行 回線 利用 制 限

現 在 の回線 利用 制度 は,そ の 内容 が 制 限 的 な もの で, ,経 済 ・

社 会 の発 展 を著 し く阻 害 して い ます 。昭和46年 公 衆 電気 通 信

法 改 正 当時 に比 べ れば,相 当 な業 務 関 係 な どの諸 条 件 が認 め ら

れなければ複数の者が一諾 に回線 を使 えない とい う共 同使用制

限 な どの規 定は,産 業 組 織 ・構 造 の 急 速 な変化 に ます ます対応

で きな くな ってい ます。

また,他 人使 用 制 限 は 昭和51年 に一 部 緩 和 され ま した が,

こ の緩 和 でな お解 決 で きな い種 類の コンピ ュー タ/コ ン ピ ュー

タ ・ネ ッ トワ ー ク 実 現 の た め,メ ール ボ ック ス ・シ ス テム が 採 用

さ れ る 場 合 が あ り ます 。 この よ うな 現 象 は 制 度 の 不 自然 さ か ら

生 ず る もの で,好 ま し い もの と は 思 わ れ ませ ん 。

な お,新 デ ー タ 網 に お い て は,す べ て の 利 用 制 限 は 解 決 さ れ

る と い っ た 誤 解 を 招 く解 釈 が 一 部 に 行 わ れ て い ます 。 こ のDD

Xは 誰 もが 誰 に で も通 信 で き る 加 入 網 の 性 格 を 持 っ て い ま す

が,同 じ 加 入 網 で あ る い ま の 公 衆 通 信 回 線 と 同 じ よ うに,制 度

の 上 で は デ ー タ の や り と り に つ い て 特 定 通 信 回 線 に 準 じ た 制 約

を 受 け ま す 。 こ の 点 に 誤 解 が あ る た め に ユ ー ザ ー は 困 却 し,メ
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一 カ ー は 対 応 に 苦 慮 し て い る ケ ー ス もあ り ます
。

(注)メ ー ル ボ ッ ク ス は.一 種 の 苦 肉 の 策 で,制 度 上 困 難 な コ ン ピ ュ ー タ/

/コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ ト ワ ー ク た とえ ば あ る コ ン ピ ュー タ に つ い

て 情 報 の通 りぬ け を許 さ な い と い う制 約 が あ る と き.甲 か ら コ ン ピ ュ

ー タ の メ モ リ(メ ー ル ボ ック ス)に 情 報 を 送 り こみ
,乙 か ら あ ら た め

て そ の メ モ リ(メ ー ル ボ ッ ク ス)ま で 情 報 を と りに ゆ き,結 果 と し て,

情 報 の 通 りぬ け に近 い 効 果 を あ げ よ う と い う も の で,メ ー ル ボ ック ス

が 意 味 を もつ シ ス テ ム も あ り ま す が,上 の よ うな 使 い か た は;効 率 の

良 い も の で は あ り ま せ ん。

2ユ ー ザ ー に お け る諸 技 術 レベ ル の 向 上

最 近 に お け る 民 間 オ ン ラ イ ンユ ーザ ー の技 術,シ ステム レベ ル

の 発 展 に は め ざ ま しい もの が あ り ます 。

入 出 力 す る情 報 は,音 声,デ ー タ,画 像 と 多 様 化 し,そ れ ら

が,融 合 して 使 用 さ れ る に 至 っ て い ます 。

も は や メ ッセ ー ジ通 信 の 定 義 や 可 否 を 論 ず る時 代 で は な くな

り ま し た 。 そ し て,提 供 回 線 あ る い は 網 の 種 類 の 増 加 に伴 い,

ユ ー ザ ー は 諸 種 の 制 約 に 当 惑 しな が ら 対 処 を 計 っ て い る現 状 で

す 。 さ ら に,素 子 性 能 の 向 上 と価 格 低 下 に よ り,官 ・公 ・民 を

通 じ,情 報 の 蓄 積 が 急 速 に 高 ま り,流 通(伝 送)条 件 さ え 整 え

ば,デ ー タ ベ ー ス と して よ り高 度 な 社 会 的 利 用 が 可 能 な 段 階 に

立 ち 至 っ て い ま す 。
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3国 際 的 外 部 条 件 の 影 響

昭 和55年 か ら 実 現 したICASの 利 用 は 急 増 し て い ま す 。

ICASに よ って もち こ ま れ た デ 一 夕 ベ ー一一ス ・サ ー ビス は か つ

て ア メ リカ の 政 府 資 金 に よ り育 成 さ れ た デ ー タベ ニ ス が,デ メ

リヵ で 許 さ れ たVAN(付 加 価 値 通 信 網)と い う媒 体 に よ っ て

進 展 した も の で す 。

標 準 的 なVANと も い え るDDX時 代 の わ が 国 で も,特 殊 専

門 的 なVANは,依 然 と して 必 要 で あ る と 思 わ れ ま す 。 ま たF

CC(連 邦 通 信 委 員 会)の い わ ゆ る 第 二 次 コ ン ピ ュー タ 調 査 の

最終決定 はわが国 に も思想的に大 きき影 響 を投げ かけてい ます。

なお また,ヨ ーロ ッパ諸国の回線規制はわが国に比べ案外緩 く,

逆にわが国のように基幹通信業者が情報処理業務 を大規模に兼

営 している例は他にあ りません。"

(注1)

VANと い うのは,通 信 回 線 で単 純 に 情報 を伝送 ず る だけ で な く,ご

求 め に応 じて情 報 を回 線網 内 に 一時 蓄積 した り通 信 速 度 を変 更 した り

す る こ とので き る特 殊 な通 信 網(事 業)の こ とです 。

(注2)

ア メ リカFCCの 第 二 次 コン ピ ュー タ調査 最終 決 定 で は,回 線 設備

を 自分 で持 つ 基 幹通 信 事 業 者 に対 して も情報 処 理 分 野 へ の進 出 を許 す

(た だ し,AT`Tに つ いて は別 会 社 で行 うこ とを 要 求 す る)一 方,情

報 処理 業 者 に対 して は 従 来 の よ うな情報 処 理 ・通 信 処理 な どの概 念 分
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類 とそれ に基づ く規 制を外 して 自由な行動 を許 し.76年 におけ る回

線再販 売許可 と並んで,ア メ リカの情報処理産業 の急速 な成長 を約束

しています。

4衛 星 通 信 の 発 展

ア メ リカ の 民 間 衛 星 通 信 会 社SBSは 既 に 本 年1月 か ら 試 験

的 営 業 を 始 め ま し た 。 わ が 国 に お い て も,も し,民 間 の 創 意 と

工 夫 が 十 二 分 に 活 用 で き る 体 制 に な れ ば,す ぐれ た 衛 星 通 信 シ

ス テ ム が 実 現 す る と思 わ れ ま す 。

技 術 的 に は,十 分 可 能 な わ け で す が,や は り電 波 法 に 基 づ く

制 度 的 な 問 題 の た め に,現 在 自 由 な 双 方 向 衛 星 通 信 を 行 うこ と

は で き ませ ん 。 国 際 的 な 関 連 も あ り ま す が,こ の 点 の 障 壁 を緩

和 し,民 間 で 経 済 的 に も可 能 な 関 連 情 報 シ ス テ ム が 開 発 され る

方 向 を 期 待 し た い と思 い ます 。

5新 情 報 メ デ ィ アの 出現

わ が 国 で も先 進的なCATV(双 方 向 有 線 テ レ ビ網)都 市 の

実験 が 早 くか ら行 わ れ てい ますが,実 験 を超 え一 般 化 す る機 運

は まだ 見 られ ません。 それは,こ れ らの 実 験 に お い て ユ ーザ ー

'側 の
コス ト負 担 に 関 す る検 討 が まだ十 分 では ないのではないか

と思 われ る点 と,現 行 回線 制 限 の 下 で は,民 間 で 自由 なCAT

V都 市 の実 現 が 困難 で あ るか らです 。
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一 方
,ビ デ オ テ ック ス(VIDEOTEX,双 方 向 有 線 画 像 情

報 シ ス テ ム)や テ レテキ ス ト ぴrELETEXT,文 字 多 重 放 送 型

画 像 情 報 シ ス テ ム)と い っ た 画 像 シ ス テ ム が イ ギ リス で 始 ま り,

ア メ リカ で は ペ イ ・テ レ ビ(有 料/番 組 呼 出TV)が 商 用 化 し,

わ が 国 で もVRS(ビ デ オ ・ レス ポ ン ス ・シ ス テ ム,電 電

公 社 の 高 度 映 像 情 報 実 験 シ ス テ ム)な ど の シ ス テ ム が 実 験 さ れ

て い ま す 。

光 フ ァ イ バ ー技 術 や 画 像 用 大 容 量 記 憶 媒 体 の 利 用 な ど は 既 に

経 済 的 に 可 能 な 段 階 に達 し て い ま す か ら,民 間 で こ れ ら の 画 像

シ ス テ ム を将 来 実 現 す る こ とは,不 可 能 で は な い と思 わ れ ます 。

し か し,そ の 場 合 は,ま ず,電 波 を含 む 諸 種 の 通 信 利 用 制 限 に

制 約 さ れ ま す 。 こ れ ら の ニ ュー メ デ ィ ア,画 像 情 報 サ ー ビ ス の

普 及 は 世 界 の 大 勢 で す か ら,わ が 国 で も遅 れ る こ と な く,民 間

の 創 育 工 夫 を発 揮 で き る 場 を 持 つ 必 要 が あ り ま す 。

6オ フ ィ ス ・オ ー トメ ー シ ョ ン

オ フ ィ ス ・オ ー ト メ ー シ ョ ン(OA)の 定 義 は ま だ は っ き り

し て い る と は い え ま せ ん 。

少 く と も い え る こ と は,OAが 単 に 多 種 多 様 な オ フ ィ ス ・コ

ン ピ ュ ー タ,ワ ー ドプ ロセ ッ サ,フ ァ ク シ ミ リ,イ ン テ リ ジ ェ

ン ト ・コ ピ ヤ な ど の ス タ ン ド ・ア ロ ー ン機 器 の 陳 列 で は な い で
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あ ろ う と い うこ と で あ り ます 。OAの 行 きつ く と こ ろ は,こ れ

ら の 機 器 が ネ ッ ト ワー ク で 相 互 に 接 続 さ れ,分 散 し た 情 報 処 理

機 能 と情 報 蓄 積,情 報 検 索,情 報 転 送 能 力 な どを 最 大 限 に 発 揮

さ せ る こ と だ と思 い ま す 。 そ し て,そ の よ うなOAネ ッ トワ ー

ク は,現 在 す で に企 業 内 シ ス テ ム と し て の 萌 芽 が 見 ら れ ま す が,

回 線 利 用 制 限 の 壁 が な くな れ ば,さ ら に 開 放 的 な,OAの 輪 の

広 が り とつ な が りが 期 待 で き る と思 わ れ ま す 。

7料 金 問 題

近 年 に お け る情 報 伝 送技 術 の革新 には めざ ましい ものが あ り

ます。

特 にデータ通 信関係は,伝 送 技 術 革 新 の影 響 を最 も大 き く受

け てい る分野 です。回線あた り,あ る いは 単 位 情 報量 あ た りの

コ ス トは急速 に低下 して い ます 。 また,デ ー タ通 信 回線 サ ー ビ

ス 部 門 の 収 支率 は非常 に良い と推定 され ます。 したが って,デ

ー タ通 信 につ い て は,通 常 の電 話 料 金 体 系 と切 り離 した,別 個

の 料金 体 系 を適 用 す べ き だ,と い う主 張 は,当 委 員 会 が く りか

え し述 べ て き た ところです。

さ らに,現 在 にお い て も,デ ー タ通 信 の 場 合,距 離 の 遠 近 に

よ る通 信 コス ト差 は非常 に少 ない もの と思われ ます し,今 後 さ

ら に衛 星通 信 や 光 通 信 が 実 用化 され るあかつ きには,通 信 料 金
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と距離 とは無関係 にな ってゆ きます。 これ に上記 の'よ うな デー

タ通 信 回線 サ ー ビス 収支 の収益状況をあ わせ るな らば,デ ー タ

通 信 に お い ては,近 距 離 料 金 の値 上 を しな くて も,遠 距 離 料 金

の低 減 が可 能 だ と思 われ ます。

以上 の よ うな諸点 につ いて,十 分 ユ ーザ ーの 声 を反 映 す る料

金 設 定手続 と柔軟な料金政策が望 ましい と思われ ます。
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通信制 度 をめ ぐるオ ン ライン推進委員 会

10年 の 回 顧 と諸 提 言

1.昭 和44-46年 第 一 次 回線 開放 運 動

当委員 会 は アメ リカの 回 線 事情 を 多岐 詳細 にわ た り調 査 報 告 し,一 方 当 時

のM工S視 察 に よ り ア メ リカに お け る オ ン ライ ンシ ステ ムの 開発 に驚 嘆 した

財 界 そ の他 の 協 力 を得 て,第 一 次 回線 開放 運 動が 行 わ れ ま し た。

この 運動 は,ひ とま ず,昭 和46年 の 公衆 電気 通 信 法 改 正 によ る,デ ー タ通

信 回 線 サ ー ビス と,デ ー タ通 信 設備 サ ー ビ スの実 現 とい う成 果 に結 実 し ま し

た。

2.昭 和47-48年 回 線 使用 啓 蒙 運 動

この 時 期 に,当 委 員 会 は 電電 公 社,日 本情 報 セ ン タ ー協 会 の協 力の下 に,

連月,オ ン ライ ン相談 室 を 開催 して,コ ン ピュ ー タと回線 の 結 合 に よ る オン

ライ ン シ ステ ムの 啓 蒙 に当 り ま した。

3.昭 和50年 第二 次回線開放運動

数 年にわた る第一 次回線開放の結果 の実態を分析 し,制 度 が不十分で ある

こ とを認 めましたので,主 として他人使 用制限に関す る制度緩 和を提 唱しま

したが,昭 和51年,他 人使用制限一部緩和 が実現 しました。

4.昭 和53年 オ ン ライ ン シス テ ム推 進 に関 す る基 本 提言

当 時,デ ー タ通 信 振 興 法案 提案 一 の 動 きが あ った た め,46年 以 来 の当

委員 会 の主 張 を ま とめ て,基 本 提言 と しま した 。 当 委 員 会 の主 張 の 骨子 は,
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1

有 線 電 気 通信 法,電 波 法,公 衆電 気 通 信 法3法 の,オ ン ライ ン シ ス テ ムに対

し斉 合 性 あ る全 面 見 直 し,と い う点 に 中心 が あ り,こ の主 張 は終 始 変 り ませ

ん 。

5.昭 和55年 新デ ータ網サ ービスに関す る意見春

耕デ ータ網 －DDX－ 発足に あたり,民 間VANを 予想 してDDX付

加機能 を限定 してお くべ きこと,国 内デ ータ網 と国際デ ニタ網の斉合性の必

要性等 を指摘 し,併 せて旧来の利用制 限撤廃論に及んでい ます。

6.オ ン ライ ン化 実 態調 査 昭和45年 以 降継 続 毎年 実施

オ ン ライ ンシ ステ ムの詳 細 な使 用実 態 調査 を,民 間で 唯 一 継続 実 施 し,発

表 し てい ます 。
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第二次回線開放運動の提唱

(昭50.4.13)

一 わが国オンライン化推進のための郵政大臣宛要望の具体的内容 一

蹴 誉三ト
1.基 本的要請

W)「 通信」概念か らの開放

独 占前提の法制展 開か らの転換

⇔ 有線法,公 衆法,電 波法等に おいて 上記W)に 基づ き諸規定の整備(法 令),

共 同使用 ・他人使用 業務関係等制限撤廃(法,令),異 種線接続 の開放等

ρう 「準公 衆通信事 業者」の概念,内 容の明確化

－VAN(Va■ueAddedNetWOrk)許 容 の検討

⇔ 特定回線料金体 系の電話回線料金体系か らの切 り離 し,低 廉化

2.早 期実現要請

α)オ ンライン情報処理 に係 る限 り㈲ メ ッセージ通信制限解除⑩ 「一の電算

機 と一の端末に終始 する」規定 の撤廃(公 衆法施規14条 の13)

⇔ 今回の特定回線の料金 ア ップはやむ をえないが予想 される電話料金改訂

の際,影 響 な きこと

O新 料金 体系計画の とき 一1年 以 上前に示唆

⇔ 新伝送網計画 の とき 一1年 以 上前に示 唆

θ 公社情報処理サ ービス と民間計算 センターの競合問題解決のための非公

式 ・継 続 ・懇談機 関設置案 一 当局,民 間業者,第 三者
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オ ン ライ ン システ ム振 興 に 関す る提 言

昭 和53年12月

オ ン ラ イ ン 推 進 委 員 会



オ ン ライ ン シ ステ ム振 興 に関 す る提 言'

(昭 和53年12月)

記

1.基 本 提 言

ω 『情 報処 理設 備,ソ フ トウ ェア,通 信設 備 と,そ れ らの 機能 が 統合 され

た シ ステ ム』 と して,オ ン ライ ン シ ステ ムを把 握 す る こ と

⇔ 上 記 理解 に伴 な う関連 諸 法 制 等 の 整備

2.基 盤 整 備

ω 諸標 準 化,諸 互 換 性等 促 進体 制 の 強化

⇔ オ ン ラ イン化促 進 財 税 制 の強 化'

3.端 末 機 設備 推 進対 策

④ 標 準 化,互 換 性 向 上 と,中 堅 ・中小 企業 への オ ン ライ ン化 浸 透 を はか る

ため の端 末機 の 開 発,製 造,流 通 に関 し積 極 的 な施 策 が必 要

⇔ メー カーの 努 力 と共 に ユ ーザ ーの 協 力 が 必要

4.ソ フ トウェア対 策

オ ン ライ ン関連 ソ フ トウ ェアの 開発,流 通 等 につ き,さ らに積 極 的 な施 策

が必 要

5.現 行 通 信 回線 利 用 制 度 の 転換

W)基 本 的 要 請 と し て,第1項 の 基本 提言 に基 づ き,統 合 され た概 念 と して

の オ ン ライ ン シ ステ ム に つ いて は,メ ッセ ージ通 信 を 「主 」 た る 目的 とす

る場 合 を除 き,一 切 の 回 線利 用制 限 撤 廃が 妥 当な 要 望 で あ り,オ ン ライ ン

進 展 の た め必 須 な 転 換 で あ る ことを 強 く提 言

⇔ 早 急 に 必要 な 当 面 の 措 置
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⑧ 共同使用におけ る業務関係範 囲拡大,メ ッセージ通信制限解除

⑩ 他人使 用におけ る端末の一電子計算機 限 り接続制限 解除 ,メ ッセージ

通信制限解除

(c)相 互接続 につ き,個 別認可制 か ら基準認可制への変更

6.デ ィジタル網 利用の根本理念

(d)DDX,VENUSは,交 換網で あるその本質に則 り,ま た新 ネ ッ トワ

ークとしての使命の ため
,妥 当な技術基準以外,一 切の利用制 限の ない こ

とを要望

⇔ デ ィジタル網への アクセスについては,方 法,条 件,料 金等 につ き利用

者の便宜の ため十分 な配慮 を要請

7.回 線 料 金

α)現 行特定回線料金体系の,電 話料 金体系 リンク思想か らの脱却 一 遠距

離料 金軽減,料 金水準の各国平均水準 に比べて同等 または同等以下への低

廉化

⇔ デ ィジ タル網 についての新構想に よる料金体系 と,料 金水準の各国平均

水準に比べ て同等 また 同等以下への低廉化

⇔ 夜間休祝 日割引料金制,バ ル ク料金制等 の広汎 な導入

(→ 料金新設改訂手続の明定化 一 実 際の利用者の意見事 前聴取 ,取 り入れ

8.サ ー ビ ス 体 制

④ 夜間,土 日祝 日保守態勢の整備

⇔ 回線利用 申請手続の簡素化,迅 速化

9.準 公衆通信事業者制 導入 の検討

民間VAN業 者許容検討の必要
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10.苦 情 処 理 機 構

回線 提 供 不認 可 また は付 条 件 や,設 備 サ ー ビス と民 間 セ ンタ ーの競 合 問題

等 の 案 件 の 処理 を 目的 とす る苦 情 処理 機 構 の設 置

11.八 一 ドウ'エア ・メ ー カーへ の 要 望

W)ハ ー ドウ ェア先 行,ソ フ トウ ェ ア不 備 傾 向 の 是正

⇔ 互 換 性 の拡 大

⇔ マ ニ ュ アル の平 易化
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新デ ータ網 サービスに関す る意見書

昭 和55年3月

オ ン ラ イ ン 推 進 委 員 会



新 デ ー タ網 サ ー ビ ス に 関 す る意 見

(と くにパ ケ ッ ト交換サ ービスについて)

1.新 デ ータ網 に お け る付 加機 能 の 限定

新 データ網の付加機能 は,現 在 までに公表 された範 囲に限定 され,情 報処

理 ・情報検索機能を含 ま しめないこ とが望 ましい と考 えます。

2.準 公衆通信事業(民 間付加価値通信事業)の 認容の必要

民 間 におい て も,そ の 回線 を 利 用 して 自由 に他 人 の た め に付 加 価値 通 信 サ

ー ビスを 展 開 で き る よ うに す るの が ,こ の サ ー ビスを提 供 す る側 につ い て も,

ま たこの サ ー ビスを 享 受 す る側 に つい て も有 用で あ り,わ が 国 オ ン ライ ンシ

ス テム発 展 のた め 望 ま しい と考 え ます 。

3.回 線/端 末 ・電 算 機 等/イ ン タ ー フ ェー スの規 準 な ど の公 平 性 と利 用者 負

担 限 度

回 線/端 末 ・電 算 機 等/イ ン ター フ ェ ース規 準 や パ ッ ド(パ ケ ッ ト/ア セ

ン ブ ラ/デ ィスア セ ン ブ ラ)の 規 格 は,国 際標 準の 動 向 を 顧 慮 す る と共 に,

各 種 の端 末 ・電 算 機 等 に対 し広 汎 か つ公 平 に対 応 し また は これ らを収 容す る

規 準 ・規格 で あ る こ とが 望 ま しい と考 え ます 。

また,万 一 将来 イ ン タ ー フ ェ ース規 準 が変 動 す る とき,そ の 影響 は,す べ

て網側(通 信 事 業者 側)で 吸収 され る こ とが望 ま しい と考 え ます。

4.国 内デ ータ網 と国際 デ ータ網の利用規準等 の斉合性 の必要

わが 国の 国内 新 デ ー タ網 サ ー ビス と国 際加 入 デ ータサ ー ビス との 間 で,技
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術規準,利 用方式等 につき必要充分な斉合の とられ るこ とが利用者の便宜上

望 ましい と考え ます。

5.料 金の各国水 準同等 または同等以下への低廉化 の必要

パケ ッ ト交換 サ ービス料金は,パ ケ ッ ト交換 の本質に鑑み,ま た安価 な欧

米 各国の例を参照 し,各 国水準同等 または同等以 下に設定 されることが望 ま

しいと考 えます。

6.回 線利用制限撤廃 の必要 と新デ ータ網の利用便益上の位置づけ

現行回線利用制限存置の ままでは,新 デ ータ網をどのよ うに位置づけ るに

せ よ,ネ ッ トワーク構築条件の複雑化,混 乱のおそれなしと しませ ん。現行

回線利用制限が早急に撤 廃 され,各 種回線についてそれぞ れ利用上の便宜 に

かな う位 置づけがな され るこ とを期待 したい と思 います。

7.競 合 問題 の回 避

従来か らのデ ータ通信設備サ ービス と民間情報処理サ ービス業者 との競合

問題 に加え,将 来 デ ータベ ースサ ービスなどで公衆通信事業者 と民間情報提

供 サー ビス業者の競合を懸念 する声 があ ります。 このよ うな懸念が杞憂 に終

るよ うな関連事情 の推移 ない し配慮 を望み たいと思います。

8.オ ン ライ ン シ ステ ム振 興 に 関す る提言 の再 唱

当 委 員会 は,昭 和53年12月,オ ン ライ ン シ ステ ム振 興 に 関 す る詳 細 な

提 言 を行 い まし た。 パ ケ ッ ト交 換 サ ー ビス問 題 は全 体 の オ ン ライ ン問題 の 一

環 と して とらえ る必要 が あ ります の で,同 提 言本 文 を再 添 付 し,再 び 同提 言
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諸項 目の必要性,重 要性 を強調 したい と考え ます。
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